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平成 ��年度�加賀市各会計決算審査意見�

（公営企業会計を除く）�

�

第１� 審査の対象�
� 各会計歳入歳出決算等�

平成 ��年度�加賀市一般会計歳入歳出決算�

平成 ��年度�加賀市国民健康保険特別会計歳入歳出決算�

平成 ��年度�加賀市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算�

平成 ��年度�加賀市介護保険特別会計歳入歳出決算�

平成 ��年度�加賀山代温泉財産区特別会計歳入歳出決算�

平成 ��年度�加賀山中温泉財産区特別会計歳入歳出決算�

平成 ��年度�加賀市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算�

上記各会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、

財産に関する調書�

� �

第２� 審査の期間�
令和元年 �月 ��日から令和元年 �月 ��日まで�

�

第３� 審査の方法�
� � 各会計歳入歳出決算書及びその附属書類について、関係諸帳票及び関係書類との照

合点検を行うとともに、関係部局の説明を聴取し、計数の正確性、事務処理の合規性、

予算方針に示された行政効果などに意を用いて審査を実施した。�

�

第４� 審査の結果�
� � 審査に付された各会計の歳入歳出決算書及び附属書類は、いずれも関係法令に準拠

して作成されており、その計数は関係諸帳票と符合し、正確であり、また予算の執行

及び会計処理についてもおおむね適正に行われているものと認められた。�
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第５� 審査意見��
（１）�決算の状況��
①� � 一般会計及び特別会計（６会計）�
平成 ��年度の決算の状況は、次のとおりである。� 

形式収支� （歳入歳出差引額）� と� 実質収支� （形式収支－翌年度へ繰り越すべき財源）� � （単位：百万円） 
� 区� 分� 予算現額�

歳� 入�

決算額�

歳� 出�

決算額�

歳入�歳出�

差�引�額�

形式収支�

翌年度へ繰

り越すべき

財� 源�

実質収支�
実� 質�

単年度収支�

一般会計�

�当初予算��

�������

���������
������� ������� ���� ��� ���� △���

特別会計�

�当初予算��

�������

���������
������� ������� ���� �� ���� △���

合� 計�

�当初予算��

�������

���������
������� ������� ������ ��� ������ △����

�

平成 ��年度の一般会計と特別会計を合わせた当初予算総額は ���億 ��百万円であり、

前年度からの繰越明許費繰越額 � 億 �� 百万円と補正予算額 �� 億 �� 百万円を加えた �

予算現額は ���億 ��百万円である。�

一般会計と特別会計を合わせた決算総額は、歳入が ���億 ��百万円（前年度比 ���％減）、

歳出が ���億 ��百万円（前年度比 ���％減）であった。�

なお、決算総額には、一般会計と特別会計間で、繰入金・繰出金の重複額 ��億 �百万円

が含まれており、これを控除した純計決算額は、歳入が ���億 ��百万円（前年度比 ���％

減）、歳出が ���億 ��百万円（前年度比 ���％減）である。�

歳入から歳出を差し引いた形式収支は ��億 ��百万円、形式収支から翌年度へ繰り越す

べき財源 ��百万円を差し引いた実質収支は、��億 ��百万円の黒字（前年度は ��億 ��百

万円の黒字）となった。�

これを会計ごとに見ると、一般会計が �億 ��百万円の黒字、特別会計が介護保険特別会

計の �億 ��百万円の黒字を中心に、特別会計合計では �億 ��百万円の黒字である。�

なお、一般会計の黒字額 �億 ��百万円のうち、�億 ��百万円を財政調整基金に積み立て、

�億 ��百万円は翌年度へ繰り越し、また、特別会計のうち国民健康保険特別会計は ��百万

円を、介護保険特別会計は ��百万円をそれぞれの事業調整基金に積み立て、残金を国庫精

算返還金等に充てる財源として翌年度へ繰り越した。�

�

�

�
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実質単年度収支� �
� � 実質単年度収支（実質収支の前年度分から本年度分を差し引きした額に、財政調整基金

又は事業調整基金への積み立て及び取り崩しを考慮した収支）は、一般会計が ��百万円の

赤字である。特別会計合計では ��百万円の赤字となっており、主なものを見ると、介護保

険が �億 ��百万円、加賀山中温泉財産区が ��百万円の黒字、国民健康保険が �億 ��百万

円、加賀山代温泉財産区が �百万円の赤字である。�

�

市� 債 
� � 一般会計と特別会計を合わせた年度末における市債残高は、���億 ��百万円（特別会計

は今年度末残高無し）で、前年度と比べると �億 ��百万円（���％）の減である。�

なお、病院事業会計 ��億 ��百万円（前年度比 �億 ��百万円、���％減）、水道事業会計

���億 ��百万円（前年度比 ��百万円、���％減）、下水道事業会計 ���億 ��百万円（前年

度比 � 億 �� 百万円、���％減）を含む全会計の債務残高は、��� 億円（前年度比 �� 億 ��

百万円、���％減）である。�

� � 本年度の一般会計における市債借入額は、��億 �百万円（借換債分 �億 ��百万円を控除

すると �� 億 �� 百万円の借入）であり、その主なものは、後年度に国より元利償還金全額

が交付税措置される臨時財政対策債が ��億 ��百万円の他、一般事業債等で �億 ��百万円、

過疎辺地債で �億 ��百万円、合併特例債で �億 ��百万円を借り入れている。�

� � これらの市債は、かが健康グリーンパークや加賀市イノベーションセンター、防災緊急

情報伝達システム（移動系整備工事等）の整備の他、片山津分署耐震改修工事、山中温泉

こおろぎ橋架け替え工事、片山津小学校普通教室冷房化工事及びその他小中学校普通教室

冷房化事業、消防車両の更新、一般道路新設改良などの事業の財源に充てられている。�

�

� 基� 金 
� � 一般会計と特別会計を合わせた年度末��月 ��日現在�における基金残高は、���億 ��百

万円で、前年度と比べると �億 �百万円（���％）の減である。�

� � 主な内訳は、財政調整基金が ��億 ��百万円（前年度比 �億 ��百万円、���％減）、医療

センターの起債償還分を含む減債基金 ��億 ��百万円（前年度比 �億 ��百万円、���％減）、

まちづくり振興基金 ��億 ��百万円（前年度比 �億 ��百万円、���％減）、重点事業推進基

金 �億 ��百万円（前年度比 �億円、����％減）となっており、一般会計合計でも ��億 ��

百万円（前年度比 �億 ��百万円、���％減）となっており、平成 ��年度決算をピークに逓

減し、基金の活用が図られている。�

�

実質純負債�
� � 負債である臨時財政対策債をはじめとする市債は、交付税措置が予定されていることか

ら、実質的な市の負担を現していないという見方もあることや、また、各種基金残高が相

当程度累積していることから、市債残高から支払準備としての金融資産（手持ち資金）を

差し引いたものを「純負債」、さらに純負債から交付税措置額を差し引いたものを「実質純
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負債」と定義し、次の「実質純負債の推移」で図示する。�

�

本年度末では、手持資金は前年度と比較して基金残高が � 億 � 百万円減少し、形式収支

も �億 ��百万円減少したことにより ���億円となった。�

市債残高は ��� 億円となっており、市債残高から手持ち資金を差し引いた純負債は ���

億円、さらに交付税措置額を差し引きした実質純負債は△��億円（黒字）となった。�

これは、主に手持資金を減らしたことにより、実質純負債（黒字額）を前年度比 � 億円

引き下げたことになる。�

なお、市債残高は平成 ��年度から減少傾向にあるが、臨時財政対策債は前年度から �億

��百万円の増加となっている。�

93 100 106 112 117 121 113

563 559 554 547 545

365 364

470
459 448 435 428

245 251

118 105 92 81 74

22 15

-600

-500

-400

-300

-200

-100

0

100

200

実質純負債の推移（企業会計を除く）

手持資金（形式収支＋基金残高）

市債残高

純負債（市債残高－手持資金）

交付税措置額を除いた実質純負債

億円

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

（108） （119） （128） （135） （138） （141） （143）

( ) 内は市債残高の内、臨時財政対策債の残高
�

※平成 ��年度以降、元下水道事業特別会計分が企業会計へ移行したため含まれていない。�

�
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② 一般会計�
歳� 入�
・� 歳入決算額は、���億 ��百万円（前年度比 �億 ��百万円、���％減）であり、前年度

と比べ、市税、国県支出金、財産収入、諸収入などが減少し、地方消費税交付金、地方

交付税、繰入金、繰越金などが増加した。�

予算との比較においては、市税、地方交付税などの収入が上回り、国県支出金、繰入

金、諸収入、市債などが下回った。�

なお、当初予算では、歳入不足分を財政調整基金（�億 ��百万円）の繰り入れで補う

としていたところ �億 ��百万円の繰り入れとなった。�

・� 自主財源の歳入全体に占める割合は ����％で、前年度の ����％から ���ポイント向上

した。これは自主財源が ��百万円減少したが、依存財源である国県支出金、市債なども

�億 ��百万円減少したためである。また、自治体の裁量で使用できる一般財源の、歳入

に対する構成比率は ����％である（前年度 ����％）。�

・� 歳入の根幹をなす市税は、前年度と比べて � 億 �� 百万円（���％）減少し、歳入全体

に占める割合は ����％となっている。現年度課税分の収納率は ����％であり、前年度に

比べ ��� ポイント上昇している。内訳を見ると固定資産税、軽自動車税、都市計画税に

おいて収納率が向上したが、収入額が増加したのは市民税（法人）、軽自動車税、市たば

こ税であった。�

・� また、市税その他を含めた不納欠損の全体額は、��百万円（前年度比 ��百万円、����％

減）で、大口滞納者の滞納額の整理が進んだことにより減少している。�

収入未済額は、��億 ��百万円（前年度比 ��百万円、���％減）であるが、現年分収納

率は平成 ��年度以降、��年間伸び続けており、滞納分収納率についても平成 ��年度以

降、わずかずつ向上している。関係職員の一人ひとりの日頃の努力を評価したい。�

しかしながら滞納額は依然として高い水準にあり、その多くは事業を停止した法人等

の固定資産税の滞納額が占めている。滞納処分等による収納率の改善に有効な解決策が

ないか、措置を講ずることが求められている。�

�

歳� 出�
・� 歳出決算額は、���億 ��百万円（前年度比 �億 ��百万円、���％減）である。�

・� 予算現額と決算額の差額 ��億 ��百万円から、翌年度への繰越額 ��億 ��百万円を除

いた不用額は ��億 �百万円（前年度比 �億 ��百万円増）であり、総務費（まちづくり

振興費、戸籍住民基本台帳費）、民生費（生活保護扶助費、高齢者福祉費、児童福祉総務

費）、農林水産業費（農業振興費）、商工費（機械設備貸与貸付金）、土木費（雪害対策費）

などで比較的大きな不用額が生じている。�

・� 歳出決算額を前年度と比較すると、減少しているものは、生活保護扶助費の減少など

により民生費 �億 ��百万円の減少、市債償還費の減少により公債費 �億 ��百万円の減

少などである。�
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� � � 増加しているものは、ローカルベンチャー育成事業や湖北地区会館大規模改修工事、

コンビニエンスストア等での証明書交付システムの構築・運用開始などにより総務費 �

億 ��百万円の増加、片山津分署耐震改修工事や消防車両の整備などにより消防費 �億 ��

百万円の増加、石川県九谷焼美術館駐車場整備やかが健康グリーンパーク整備などによ

る教育費 �億 ��百万円の増加などである。�

・� 歳出のうち、性質別分類のひとつである義務的経費について見ると、これを構成する

扶助費は前年度と比較して � 億 �� 百万円（���％）減少しており、公債費も借換債を除

いて �億 �百万円（���％）減少している。これら支出が義務づけられている経費の歳出

全体に占める割合は ����％と、前年度に比べて ���ポイント減少している。なお、公債

費の元となる市債の年度末残高は、���億 ��百万円（前年度比 ��百万円、���％減）で

あり、前年度と比べて僅かに減少している。�

�
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③ 特別会計�
国民健康保険特別会計�
・� 平成 ��年度からの国民健康保険制度改革による県主体の国民健康保険運営広域化によ

り予算科目の変更や廃止を行ったため、前年度決算との単純な比較は難しい。�

決算額が歳入歳出ともに減少しているが、これは平成 ��年度まで実施されていた県内

市町間の医療費負担を平準化する共同事業が廃止となったことが主な理由である。�

・� 決算額は、歳入が ��億 �� 百万円（前年度比 �� 億 �� 百万円、����％減）、歳出が ��

億 ��百万円（前年度比 ��億 ��百万円、����％減）であり、歳入から歳出を差し引いた

形式収支は、�億 �百万円の黒字となっている。県への返還金に充てる財源として翌年度

に繰り越す額 �� 百万円を差し引いた �� 百万円が実質的な黒字額となり、その全額を翌

年度の事業調整基金に積み立てる。なお、基金の今年度末残高は ��億 ��百万円である。�

・� 保険税収入は、年間平均被保険者数（������人、前年度比 ���人、���％減）の減少や、

資産割の廃止、所得割税率の引き下げ、��歳未満の子どもに係る均等割額の減免の開始

などにより、��億 ��百万円（前年度比 �億 ��百万円、����％減）となった。�

現年度課税分収納率は ����％（前年度比 ���ポイント減）、滞納繰越分収納率は ����％

（前年度比 ���ポイント増）となった。�

・� 本市の被保険者の総医療費 ��億 ��百万円（一人当たり ��万円）から本人負担分等を

差し引いた保険給付費は、��億 �百万円（一人当たり ��万円）と歳出の ����％を占め

る金額となった。保険給付費全体では被保険者数の減少により前年度比 � 億 �� 百万円、

���％の減となっているが、�人当たりの年間保険給付費は前年度比 �����円増となって

いる。広域化により医療費に係る保険給付費は全額県から交付されることになったが、

この交付金の財源は市町からの納付金が � 割、残り � 割が国・県や他の健保団体（支払

基金）の負担金で賄われている。�

また、年齢別に見ると ��歳～��歳の被保険者数が全体の ����％（前年度 ����％）、医

療費でも全体の ����％（前年度 ����％）と大きな比率を占めている。�

・� 収入未済額は ��億 ��百万円（前年度比 �億 �百万円、���％減）、不納欠損額は、��

百万円（前年度比 �百万円、����％減）である。�

・� 被保険者数の減少に伴い保険税収入が減少していくなか、一人当たりの医療費は増加

傾向にある。今後も、がん予防や特定健診をはじめとする医療費を抑える保健事業の取

り組みや、収納率の向上に努めていく必要がある。�

�

�

後期高齢者医療特別会計�
・� 決算額は、歳入が �億 ��百万円（前年度比 ��百万円、���％増）、歳出が �億 ��百万

円（前年度比 �� 百万円、���％増）であり、歳入から歳出を差し引いた形式収支は � 百

万円の黒字となっている。これは出納整理期間中に納められた保険料であり、全額� � � � �

を翌年度に繰り越すものである。�

・� 後期高齢者医療制度は石川県後期高齢者医療広域連合が運営主体となっており、市の
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本会計は、保険料を徴収して広域連合に納める役割を担うものである。�

・� 歳入のうち保険料が �億 ��百万円（前年度比 ��百万円、���％増）となったのは、被

保険者数が年度末現在 ������ 人（前年度比 ��� 人、���％増）と増加したことや、元被

扶養者に対する均等割の軽減割合が �割から �割に下がったことが要因である。�

・� 現年度分保険料の収納率は �����％（前年度比 ����ポイント減）と、高い水準での横

ばいが続いている。�

・� 本市の平成 ��年度の後期高齢者医療の対象者（������人）一人当たりの年間医療費は

�百 �万円となり、医療費総額はおよそ ���億円に達している。本人窓口負担が �割（高

額所得者は �割）で、残りを保険料（�割）、国・県・市の負担金（�割）、若年層の社保・

国保等からの支援金（�割）で賄っている。�

・� 市の一般会計からの支出を見ると、保険料の軽減対策としての繰出金が �億 ��百万円、

県広域連合へ療養給付費負担金として �億 ��百万円、その他と合わせて ��億 ��百万円

の支出である。�

以下、医療費（事務費等を除く）にかかる概略図を示す。�

�

後期高齢者医療制度の理論上の財源

���約１１８億円

病院窓口 現役世代からの 国・県・市の

での支払 ＋ 支  援  金 負  担  金

１割又は３割 ４割
５割

（ 国��県��市�の負担割合 ）

医   療   に   か   か   る   費   用

保険料

１割  
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介護保険特別会計�
・� 決算額は、歳入が ��億 ��百万円（前年度比 �億 ��百万円、���％増）、歳出が ��億

��百万円（前年度比 ��百万円、���％増）であり、歳入から歳出を差し引いた形式収支、

実質収支ともに �億 ��百万円の黒字額となり、そのうち国庫支出金等返還金に充てる財

源として �億 ��百万円を翌年度に繰り越し、残り全額 ��百万円を翌年度の事業調整基

金に積み立てる。なお、基金の今年度末残高は �億 �百万円である。�

・� 介護保険料収入は、第 � 期介護保険事業計画による介護保険料の改定に加えて、収納

率の向上や被保険者数の増加（被保険者 ������人�一人当たり �万 �千円）により、前

年度と比べ ���％増加し ��億 ��百万円となった。現年度分保険料の収納率は ����％（前

年度比 ���ポイント増）であり、滞納繰越分（過年度分）の収納率は ����％（前年度比

���ポイント増）であった。�

・� 保険給付費は、��億 ��百万円（被保険者一人当たり ��万 �千円、要介護・要支援者

一人当たり ���万円）（前年度比 ��百万円、����％増）と前年度より増加した。�

これは、介護職員処遇改善加算が強化されたこと等の影響と言える。�

この保険給付費は、負担割合に従って保険料 �� 億 �� 百万円、他の健康保険等からの

拠出金 ��億 ��百万円、国・県の負担分 ��億 ��百万円、市の負担金 �億 ��百万円で賄

っている。つまるところ、給付費の半分以上の �� 億 �� 百万円が国・県・市の税で賄わ

れている。�

・� 収入未済額は �億 �百万円（前年度比 �百万円、���％減）となった。また、加賀市の

第 �号被保険者数に対する ��歳以上の認定者数の割合は、����％（平成 ��年 �月末）

であり、前年度比 ���ポイント減、県内集計 ����％と比較して ���ポイント下回ってい

るが、これは、地域支援事業の早期に身近な場所で相談できる体制の拡充や地域型元気

はつらつ塾などの成果によるものと思われる。�

・� 今後、介護保険制度の対象者数が変動する中で、高齢者のサービス需要が変化してい

くことや地域支援事業の効果などにより、介護サービスの需要予測が一層難しくなると

思われる。毎年のサービスと保険料の推移に注視しながら、大きくバランスを崩すこと

の無いように事業計画へのフィードバックに注力されることを期待したい。�

�

�

加賀山代温泉財産区特別会計�
・� 決算額は、歳入が �億 ��百万円、歳出が �億 ��百万円（それぞれ前年度比 �百万円、

���％減）であるが、本年度中に事業調整基金 �百万円を取り崩し繰り入れて歳入歳出同

額となっている。なお、基金の今年度末残高は、��百万円である。�

・� 利用者数については、総湯は主に普通利用者の減少により、利用者が ������人（前年

度比 �����人、���％減）と減少し事業収入に影響を及ぼしている。古総湯は利用者数が

������人（前年度比 �����人、���％増）と前年度に引き続き増加しており、利用促進の

取り組みが定着してきている。�

・� 今後、利用料金の見直しも検討されるようだが、関係者との連携協力とこれまで以上
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の営業努力を行い、事業運営にあたっていただくことを期待する。�

�

�

加賀山中温泉財産区特別会計�
・� 決算額は、歳入が �億 ��百万円（前年度比 ��百万円、���％増）、歳出が �億 ��百万

円（前年度比 �百万円、���％増）であり、歳入から歳出を差し引いた形式収支、実質収

支ともに �百万円の黒字となり、翌年度に繰り越す ���百万円を差し引いた ���百万円

を翌年度の事業調整基金に積み立てている。平成 ��年度決算においても山中温泉地域振

興基金から ��百万円を繰り入れて収支の均衡を図っている状況にある。なお、基金の今

年度末残高は、�億 ��百万円である。�

・� 菊の湯事業において、利用料収入は減少した前年度と同程度の �� 百万円に留まった。

また、光熱水費等の施設管理費が増加したことにより、菊の湯管理費は前年度より � 百

万円増加している。�

・� 依然として地域の利用者が減少を続けており、区民利用者のみでは今後の利用者増は

見込めない中、「定期・通年利用券新聞折込広告の配布エリア」の近隣市外への拡大や、

「若者限定タダ湯めぐり」、「山中温泉旅館宿泊者入浴料半額割引キャンペーン」などを

活用して、利用者増へ繋げる取り組みも継続している。�

今後、利用料金の見直しも検討されるようだが、これらの営業努力を継続しつつ、事

業運営にあたっていただくことを期待する。�

�

�

土地区画整理事業特別会計�
・� 決算額は、歳入歳出とも ��百万円（前年度比 ��百万円、�����％増）となった。�

・� 長谷田西地区では、�区画の保留地処分があり、分担金及び負担金は �百万円（前年度

比 �百万円、����％減）となり、一部を一般会計への繰出金 �百万円（前年度比 �百万

円、����％減）に充てている。平成 ��年度未処分区画は �区画である。�

・� 橋立地区では、保留地をかが健康グリーンパークの事業用地として一般会計に売却し

たことで、市債の償還が完了したため、残りを一般会計に繰出し、事業を清算している。�

・� 市債は、長谷田西地区分は平成 �� 年度に、橋立地区分は平成 �� 年度に全額を償還し

たことから、土地区画整理事業特別会計は平成 ��年度をもって廃止している。�

・�なお、長谷田西地区の残り �区画の保留地は、一般会計が引き継ぐ。�

�
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（２）意� 見�
平成 ��年度一般会計決算は、歳入総額 ���億 ��百万円、歳出総額 ���億 ��百万円（前

年度比△���％）となり、翌年度に繰り越す財源を差し引いた実質収支では、�億 ��百万円

の黒字となった。�

平成 ��年度決算と比較すると、歳入で �億 ��百万円（△���％）、歳出で �億 ��百万円� �

（△���％）の減額である。当初予算ベースでは対前年比 ���％増の予定であったが、結果

としては、前年を下回る決算額となった。�

� 歳入では、市税が �億 ��百万円減少した。この税の減少に伴い、地方交付税は �億 ��百

万円の増加となった。�

また、繰入金は、国民健康保険特別会計からの繰入と年度間財源調整としての財政調整基

金からの繰入により、�億 ��百万円の増となった。�

� 歳出では、湖北地区会館大規模改修工事や、片山津分署耐震改修事業、かが健康グリーン

パーク整備を行ったが、生活保護扶助費や市債償還費が減少したこと等により、減額となっ

ている。�

�

� 実質収支では、�億 ��百万円と、平成 ��年度の �億 ��百万円、平成 ��年度の �億 ��

百万円に引き続き、順調に黒字で推移している。�

� ただ、今年度は � 億 �� 百万円、前年度も � 億 �� 百万円、財政調整基金を取り崩した結

果の �億 ��百万円であることに留意していただきたい。�

�

次に、財政指標等の状況についてである。�

財政基盤の強さを示す「財政力指数」は、平成 �� 年度に �����、平成 �� 年度に �����、

平成 ��年度は �����と改善されてきている。�

財政構造の弾力性を示す「経常収支比率」は、今年度は、�����と、前年度と比べ ���ポ

イント改善された。この指数は大きいほど身動きの取れないものであり、行政改革大綱では、

���以下を達成目標としているため、今後とも実現に向けて更に努力していただきたい。�

� 一般会計地方債残高は、���億 ��百万円と ��百万円の減少となった。行政改革大綱に定め

る「市債残高の抑制」が実行されていることとなる。�

以上のことから、平成 ��年度決算は、概ね良好であるといえる。�

�

� 次に、基金についてである。�

� 前年度中における取り崩しは、財政調整基金が �億 ��百万円。医療センターの起債償還

分と、それに加え、北陸新幹線加賀温泉駅周辺施設整備事業に係る市債の元利償還費として

減債基金 � 億 �� 百万円。交付税一本化算定による減分としてまちづくり振興基金 � 億 ��

百万円。重点事業推進基金が �億円となっている。�
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� 財政調整基金の年度末残高は ��億 �� 百万円と、前年度比で � 億 ��百万円の減となり、

一般会計を対象とする基金全体では �億 ��百万円の減少で、��億 ��百万円となっている。�

�

 さて、概ね良好に決算が推移している中で、自主財源であり、また一般財源でもある市�

税については ��億 ��百万円となり、前年度と比べて �億 ��百万円減少（△���％）とな

った。市民税の個人分譲渡所得が減少したからではあるが、前年度の法人市民税が � 億

��百万円多かったことを考えると、市税においては経済状況等不確実な要素に支配され、

恒常的な収入が見込まれるわけではないことを改めて確認すべきである。�

�

 収納率は現年度分、過年度分ともに前年度より向上しており、担当職員個々の努力がう�

かがわれる。�

当然のことだが、課税・徴収を問わず、手続きでミスはあってはならない。 

本市において、令和元年 5 月に発覚した固定資産税の不均一課税の誤りで、過誤納金

返還手続きが取られたことは、一大事であると認識しなければならない。市が納税者から

の信頼を確保し、適正かつ公平な税務事務を今後とも継続していくためには、専門知識・

能力の向上をはじめとした人材育成や、さらに個々の担当者の能力に頼るだけではなく、

効果的・効率的なチェック体制やシステム作りを組織として構築できているかどうかと

いった観点も必要である。 

原因をしっかりと追究し、内部統制基準を見直し、場合によっては新たな基準を定めて、

客観化し、このようなことのないようリスク管理を徹底すべきであると考える。 

今後とも、市民の信頼を損なうことのないよう、正確で誤りのない課税が実現されるこ

とを望むものである。 

 

 他方で、市政において限られた人的物的資源を有効に使うためには、業務の効率化を進�

めなければならない。その場合、まずは支出の削減が行われることが多いと思われるが、

単年度での支出の削減が行われても、それが将来における支出の拡大を生じさせるので

あれば、効率化が実現されているとは言い難い。�

また、支出を削減することで、市民にとって必要な活動までもが削減されてしまえば、

むしろ地域にとっては不利益を生じてしまう場合もある。効率化とは単に削減が可能か

否かではなく、市の活動にあたって財源が無駄なく有効に利用されることである。�

� すなわち、コストとロスを明確に意識することである。�

� � � コストとは、地域住民に行政サービスを提供し、地域社会の福祉を増進するための経済

的資源の費消であり、ロスとは、行政サービスの提供や福祉の増進に結びつかない経済的

資源の滅失である。�

� � � 何がコストで、何がロスかは実状をよく知る現場の判断が大事である。現場の職員は目

的活動に「合理性」があるか否かを慎重にかつ大胆に判断し、確実に実行してもらいたい。�
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 � さて、前年度から他自治体に先駆けて財務書類（財務４表）の調査分析を行い、「将来
の備え」の観点から監査意見を述べた。今回も同様に財務書類の調査分析を行ったので、

ここでまとめて意見を述べさせていただく。�

（詳細は別稿をお読みいただきたい。）�

まず、資産と負債の対比に関して、本市の平成 �� 年度の資産がさらに平成 �� 年度の

資産より大きくなってきている。これは他面、負債ということであり、市がこれに今後ど

う対処していくかがこれからの問題であることを表している。�

必ずしも他市の負債が増えているわけでないことを踏まえれば、もともと負債が大き

い加賀市においてさらに負債が増加していることを意識していただきたい。�

この問題はすなわち、本市の公共施設マネジメントにつながる。市は、この問題に対し

て、平成 ��年度に、重点事業推進基金の中に公共施設マネジメント対応分を創設しては

いる。しかし課題は、具体的な目標数値を達成するための具体的な取り組みが見えてこな

いことである。�

中には、小学校や保育園、ごみ処理施設等、十分地元住民との協議のうえで閉めた施設

もあるが、例年、当然のように修繕費を予算化する前に、現場の担当部局が考えに考えた

うえでどうするのか、地元への説明も含めて、もう一歩進んだ考え方を持ってほしい。�

地方債残高については、平成 �� 年度末のほうが平成 �� 年度末より減少している。た

だし、貸借対照表で見る限り、負債の額は増加しているわけで、地方債残高は減少してい

ても安心はできないということになる。�

次に、債権管理についてである。いわゆる未収金であるが、本市の徴収不能引当金の割

合が他市と比べて以前から顕著に大きいことはご存知かと思われる。特に長期延滞債権

については、債権の金額自体が他市よりも大きくなっている。�

財源の確保と税負担の公平性の観点から、多額の未収金を減少させる手立てを、担当部

局のみならず、市全体として考える時期である。�

また、行政コストについてであるが、本市は人件費と減価償却費がともに増加している。

これは平成 ��年度の方が平成 ��年度よりも多くの人的資源や物的資源（施設・設備）が

使われていることを示している。多くの人や施設が使われていることを即座に「マイナス」

と捉えることはできないが、今後、人的資源や施設・設備の使い方の効率性を高めること

が、今まで以上に重要な課題となる。�

�

減価償却費も他市と比べて、かなり大きくなっている。これは本市の行政活動で利用さ

れている施設の規模が他市よりも大きいことを示していると解釈できる。前年度オープ

ンした「にこにこパーク」は子どものリピーターも多く、� 年間で、市内外から �� 万人

以上の利用があった。このことは特筆すべきである。子どもを持つ親からも大変評判が良

い。�

このように、その施設が行政サービスの提供にあたって十分な役割を果たしていれば
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よいが、そうでなければ果断に処分するべきである。�

さらに、本市の施設更新度が「１」を大きく下回っている。施設が全体として新しいも

のであるならば、維持・補修に係る負担は小さいので、施設更新度が低くても特に問題は

ない。しかしながら「公共施設マネジメント」では、更新負担が生じていることが見積も

られながら何らかの理由から、負担の先送りになっている場合も考えられる。維持・補修・

更新の判断に「合理性」があるか、更なる検証をしてほしい。�

なお、純資産変動計算書に関して言えば、純資産の減少が続いていることが問題である。

これは負債が増加していることと関係がある。�

すべての自治体が過去からの事業を同じように続けられる状態ではない。市民の生活

をより良いものとするため、実際に事業を担当している職員も、財務書類の活用やコスト

意識をもって、業務に臨むことを強くお願いする。�

�

 次に、加賀山代温泉財産区についてである。前年度に続き、再度指摘させていただく。�

� � 平成 �� 年度決算において、山代温泉財産区特別会計は �� 百万円の赤字となり、事業

調整基金を取り崩して補填した。その結果、基金の残額は ��百万円となっている。今年

度当初予算も、�百万円の基金を取り崩す予定で編成されていたが、期間利用者が増加し

たことにより、結果 �百万円の取り崩しとなった。近年の決算を見ると、収支が全体的に

縮んでいることが見える。これは、ムダを省いた合理的な経営であれば良い兆候と言える。

底を打ったと云えなくもない。事実、総湯と古総湯の一体管理や観光協会、旅館組合との

連携は効果が出ていると思われる。だが、事業規模と住民、浴客の需給関係の基本は財産

区創設の ��年前と変わらない。すなわち収支が質的に改善されたわけではないので、こ

のままの状況が続くと、事業調整基金が底をつくことが予想される。�

そこで、経営努力を行うべく、加賀温泉郷のスケールメリットを生かした �温泉共通利

用券や、料金改定等を実現させてはどうか。�

� � また、山代温泉財産区は、総湯本体だけではなく、駐車場の運営や堤の管理もある。例

えば、堤が決壊するようなことがあってはならないが、特に防災の面からも、財産区管理

会に任せるだけでなく、市と一体となった管理をお願いしたい。�

社会情勢も、管理会委員の意識も変化している現在、市当局と協議して、そろそろ財産

区の運営を時代に合うものにすべき時が来たのではないのか。管理会への委託ではなく、

財産区としてどう対処していくのか、考え直してみてはどうか。�

�

 最後に、国民健康保険特別会計である。�

国は、����年市町村に国民健康保険事業の運営を義務化、����年の国民皆保険制度の

確立以来、近年の急激な少子高齢化等環境変化に直面し、持続可能な保険制度を運営する

ため、平成 ��年 �月に国民健康保険について市町村から、都道府県が財政運営の主体と

する等大規模な制度の見直しを行った。市は県に対し、国民健康保険事業納付金（国民健
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康保険税が財源）を納付する一方で、県からの交付金によって市は保険給付費を支払うス

キームになっている。�

本市の国民健康保険特別会計については、加入世帯数及び被保険者数ともに年々減少

傾向が続いている。これは、人口減少や ��歳到達による後期高齢者医療制度への移行者

の増加などによるものである。このことから、国民健康保険税収入は減少し、また高齢化

や医療の高度化などにより一人当たり医療費は増加している。�

こうした状況の中、平成 �� 年度決算は子ども減免（�� 歳未満の子供の均等割り減免）

分の補填等のため国民健康保険事業調整基金を崩したものの、形式収支及び実質収支と

もに黒字であり、決算上の収支状況については、特に問題はない。�

歳入のうち、国民健康保険税の現年度分対調定収納率は �����％と前年度比△���� ポ

イントであり、現年度分と滞納繰越分を合わせた対調定収納率は �����％と前年度比△

����ポイント、不能欠損額は ��百万円で前年度比 ���％となっている。�

先ほども述べたが、平成 ��年度からは国民健康保険の財政運営の責任主体が県ではあ

るが、市も保険者であることには変更はない。引き続き、国民健康保険税の収納率の向上

についても鋭意努力をお願いする。地方税法上の対応と並行して、保険者として国民健康

保険法による滞納者対応も行なうことができる。市の全体会計における長期延滞債権額

の �分の �が、国民健康保険税の滞納分であることを強く認識していただきたい。�

歳出のうち、保険給付費は被保険者数の減少で、対前年度比△� 億 �� 百万円となってい

るが、一人当たり医療費に置き換えると、�����円（���％）の増となっており、県内にお

いては高い方の医療費水準となっている。�

一方、特定健康診査の受診率は平成 ��年度推計値で ����％となっており、対前年度比

△���ポイントであった。特定健康診査の受診率の低下が、すぐに医療費の上昇につなが

るものではないとしても、国が推し進める特定健康診査・特定保健指導等保険事業は、糖

尿病、高血圧症、脂質異常症等の発症あるいは重症化や合併症への進行の予防に重点を置

いた取組であるため、高い年齢層が多い国民健康保険加入者への医療費の伸びの抑制に

つながっているものと思われる。�

すでに定期的に通院をしている人へ健診を勧奨しても、なかなか応じていただけない

とは聞いているが、予防と早期発見・早期治療こそが重症化や医療費の抑制、しいては国

の社会保障費の抑制となる。�

国民健康保険は、多くの市民が一生のうちいずれ加入することになる制度である。現在、

予算に余裕がある中、保健事業に重点を置き、市民の健康増進にしっかりとつなげていた

だきたい。�

健康で元気な市民が増えることは、まちの活性化につながっていく。それこそが、市と

しての責務である。�

�

注）�文中は原則として百万円単位で表示し、百万円未満は四捨五入した。�
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第６　決算の概要等

（単位：千円、％）

���

・各特別会計の事業調整基金などからの繰入は、国民健康保険特別会計で平成30年度に162,713千円、
 加賀山代温泉財産区特別会計で平成29年度に10,075千円、平成30年度に7,320千円繰入している。

加 賀 山 代 温 泉 財 産 区

△ 6,438

���������������

△ 11,058

会　　　　　計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

合　　　　　計

土 地 区 画 整 理 事 業

������

������

������������������

増減率

加 賀 山 中 温 泉 財 産 区

������� ��� ������

����

�

� � �

�������

�������

�

△ 0.7���� ����

・加賀市には一般会計のほか、特定の事業を行うため又は特定の歳入をもって特定の歳出に充てるため、
　国民健康保険特別会計など ６特別会計を設置して、その経理の明確化を図っている。

・一般会計は歳入歳出差引額が　950,421千円で、その内翌年度へ繰越される事業費に充てる財源
　������千円と財政調整基金への積立額447,000千円を差し引いた445,721千円が翌年度繰越額である。

・国民健康保険特別会計の翌年度繰越額10,000千円、後期高齢者医療特別会計の翌年度繰越額
  4,115千円、介護保険特別会計の翌年度繰越額116,897千円は、国庫支出金等返還金等の財源である。

歳入に占
める割合

30年度－29年度

�������

１ 一般会計、特別会計

平成３０年度
歳入に占
める割合

平成２９年度

�

�������

�

�����

����

���

�������

皆減

������

・加賀山中温泉財産区特別会計は歳入歳出差引額が7,140千円で、その内事業調整基金への積立金
  5,632千円を差し引いた残額1,508千円が翌年度繰越額である。

一般会計からの繰出金（各特別会計繰入金）

�

����

������

�������

�

�

���

（単位：千円、％）

予算現額 歳入決算額 収入率 歳出決算額 執行率
歳入歳出
差引額

繰越明許費
繰越額

基 金
積立額

翌年度
繰越額

���������� ���������� ���� ���������� ���� ������� ������ ������� �������

国 民 健 康 保 険 ��������� ��������� ����� ��������� ���� ������� � ������ ������

後 期 高 齢 者 医 療 ������� ������� ���� ������� ���� ����� � � �����

介 護 保 険 ��������� ��������� ���� ��������� ���� ������� � ������ �������

加賀山代温泉財産区 ������� ������� ���� ������� ���� � � � �

加賀山中温泉財産区 ������� ������� ����� ������� ���� ����� � ����� �����

土 地 区 画 整 理 事 業 ������ ������ ����� ������ ����� � � � �

小　　　計 ���������� ���������� ���� ���������� ���� ������� � ������� �������

���������� ���������� ���� ���������� ���� ��������� ������ ������� �������

会　　計

一 般 会 計

特
　
別
　
会
　
計

合　　　　計
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（単位：千円）

（単位：千円）

・(  ) は、借換債を除いた数値である。

���������

�������

��������� ��������� ����������

平成25年度

歳 入 額

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

�

����������

������������ ������������

���������� ���������� ���������� ���������� ����������

��������� ���������

平成30年度

������������ ������������ ������������

���������

������� �������

�

���������

���������

���������

������� ������� �������

���������

�

��������������

��������� ���������

���������

� �����������

��������� ���������

�������

������� ������� ������� �������

�������

������������

���������

������� ������� ������� �������

������������

����������

����������

�

加賀山中温泉財産区

 会　計

後期高齢者医療

������

� �

������������ ������ ������

������������ ������������ �

����������

���������� ����������

平成27年度

����������

������������

����������

������������ ������������

����������

������������

����������

��������������������

平成28年度

����������

歳 出 額

平成29年度 平成30年度

����������

平成25年度

����������

平成26年度

���������

������� �������

������������������

�������

���������

������� �������

����������

���������

����������

���������

���������

����������

���������

���������

�

���������

������������ ������������

�������

������������

����������

������� �������

�����������

���������

� �

���������� ����������

���������

�������

�������

���������

合　　　　計

���������

�������

�������

������������

������������

����������

�������

����������

小　　　計

� ������������ ������������

������������� ������������

������ ������ ������

����������

��

������

�

����������

����������

������

�

�������

�������

�������

������������

���������

�

�������

�������

合　　　　計

区　分 

一　般　会　計

特

別

会

計

�下水道事業 �

加賀山代温泉財産区

国民健康保険

介 護 保 険

土地区画整理事業

区　分 

 会　計

一　般　会　計

土地区画整理事業

加賀山代温泉財産区

加賀山中温泉財産区

�下水道事業 �

特

別

会

計

介 護 保 険

小　　　計

国民健康保険

後期高齢者医療

����������

������������

����������

������������

���������� ���������� ����������

会計別歳入額・歳出額 （推移）

���
���

���

���

���

���

���
���

���

���

��� ���
���

���

���

��� ��� ��� ��� ��� ���

�億円�

歳入額

歳出額
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（単位：千円）

（内 ）

（単位：千円）

（内 ）

会計別不納欠損額・収入未済額 （推移）

������������������

� � �

（分担金負担金・使用料手

数料・国庫支出金）

���������

��� �

���������

�

���������

� � � �

（分担金負担金・

　使用料手数料）

�

�

���������

� �

� �

������ �������

������ ������ ������ �������

区　分 

���������

������

��������� ������������������

一 般 会 計

������ ������ ������

�

�������

���������

���������

�������

���������

������

������� �������������

���������

������

���������

����������� �����������

��������� ���������

������

平成30年度平成29年度 会　計

�����

�

���������

�

�������

���������

平成25年度

�������

�����

�

������

���������

�

���������

���������

�������

�

������

�����������

���������

収 入 未 済 額

平成26年度

�����

�

������

�����

� �

平成27年度

������

�

�������

�

�������

� �

������

������

�

�

�

�

�������

�

平成28年度

���������

������

����� ����� �����

������

������

������

�������������

平成27年度

������

�������

�������

������

���

不 納 欠 損 額

�������������

�������

平成29年度平成28年度

������

平成25年度

�����������������

平成26年度

������������

����� ����� �����

��������� ��������

�����

������

���������

������� �������

区　分 

������

���

一 般 会 計

平成30年度 会　計

合　　計

特
�

別
�

会
�

計

後期高齢者医療

介 護 保 険

加賀山中温泉財産区

国民健康保険

加賀山代温泉財産区

�下水道事業 �

土地区画整理事業

 固定資産税・

 都市計画税

土地区画整理事業

国民健康保険

介 護 保 険

合　　計

����������� �����������

（ 市 税 ）

（ 市 税 ）

����� ���

�������

特
�

別
�

会
�

計

 固定資産税・

 都市計画税

加賀山中温泉財産区

�����������

�����

�����

��������

�下水道事業 �

加賀山代温泉財産区

後期高齢者医療

���� ���� ����

����

����
����

���
��� ���

���

��� ���

���

����

����

����

����

��� ��� ��� ��� ��� ���

�億円�

収

入

未

済

額

不

納

欠

損

額
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歳　　入

(1)　一  般  会  計 （単位：千円、％）

・（　）は、借換債（平成30年度 623,340千円 平成29年度 899,760千円）を除いた数値である。

・自主財源は ○付数字の款で、それ以外は依存財源である。

・一般財源とは、市の裁量で使用できる財源（市税、地方交付税、地方消費税交付金など）。

収 入 済 額 の 款 別 構 成 比

����������

収入済額の
前年度との比較対調定

収入未済額
収入率

対予算

���� △ 290,396���������

収入済額

����

予算現額

����������

不納欠損額

����������������

調定額

（単位：千円、％）

年度　

  款 別 収入済額 構成比率 収入済額 構成比率 差引額 構成比率差

������ ������ (△ 1.0)

���� ���� △ 0.6

����� ����� �����

��� ��� ���

����� ����� (△ 0.1)

��� ��� △ 0.1

����� ����� �����

��� ��� ���

����� ����� (△ 0.1)

��� ��� ���

����� ����� �����

��� ��� ���

����� ����� �����

��� ��� ���

����� ����� �����

��� ��� ���

����� ����� �����

��� ��� ���

������ ������ �����

���� ���� ���

����� ����� �����

��� ��� ���

����� ����� �����

��� ��� ���

����� ����� �����

��� ��� ���

������ ������ (△ 0.7)

���� ���� △ 0.5

����� ����� (△ 0.3)

��� ��� △ 0.2

����� ����� (△ 0.2)

��� ��� △ 0.2

����� ����� �����

��� ��� ���

����� ����� �����

��� ��� ���

����� ����� �����

��� ��� ���

����� ����� (△ 0.8)

��� ��� △ 0.8

����������� ����� ����������� ����� ��������� ����� �����

��������� ���� ��������� ���� △ 86,020 △ 0.2 △ 2.4

������������ ������� ������������ ������� (△ 13,976) ����� �����

���������� ����� ���������� ����� △ 290,396 ��� △ 0.9

������ ������ (△ 0.1)

���� ���� ���

������������ ������ ������������ ������ �������� ����� �����

���������� ���� ���������� ���� △ 253,429 △ 0.3 △ 1.3

������ ������ �����

���� ���� ���

����������� ������ ����������� ������ (△ 93,313) (△ 0.3) (△ 1.0)

��������� ���� ���������� ���� △ 369,733 △ 0.8 △ 3.6

△ 0.3

依 存 財 源

歳 入 合 計

自 主 財 源 ���������� ���������� △ 36,967

△ 261,065 △ 46.1

��

⑳ ������� �������

市 債

諸 収 入

������� ����

����

⑲ ������� �������

�������⑱

△ 73.7

������ ���

⑯ ������ △ 79,847�������財 産 収 入

��������� �������

⑰ ������� �������寄 附 金

繰 入 金

��

�� ��������� ���������県 支 出 金

���������

�������

����� �����

△ 85,335 △ 4.4

���������

�������

△ 218,758 △ 4.5

△ 10.4

⑬ ������� ������� △ 454 △ 0.1

△ 23,846⑫

��

� ������

�������

地 方 特 例 交 付 金

���������

��

����� ���������

△ 433 △ 5.6

������������地 方 交 付 税

� ������

△ 5,672� ������
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

自 動 車 取 得 税
交 付 金

�����

△ 6.4

����

������

△ 40.2△ 19,780

������

� ��������� ���������地 方 消 費 税 交 付 金

� ������ ������
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

������ ������

������

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

平成２９年度

������� �������

平成３０年度

①

地 方 譲 与 税

△ 293,114

�����

���������

�

���������市 税

� ������

�

繰 越 金

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

増減率
３０年度－２９年度

������ ���

���

△ 11.0

△ 3.0

△ 1,794

△ 5,222 △ 15.2

���

特 定 財 源

一 般 財 源 ���������� ���������� ������
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（単位：千円）

・固定資産税には、国有資産等所在市町村交付金・納付金を含む。

���������

市税収入額 （ 推 移 ）

�������

平成26年度 平成30年度平成29年度

�������

平成28年度

���������

���������

�������

���������

市民税（個人）

税　　目 平成27年度

��������� ������������������

平成25年度

�������

���������

�������

�������

���������

�������

�������

�������

�������

���������

�������

������� �������

���������

���������

市民税（法人）

�������

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

�������

�������

������� �������

入 湯 税 ������� �������

�������市 た ば こ 税

�������

�������

��������� ���������

������� �������

���������

�������

歳入の構成 （ 推 移 ）

�������

��������� ��������� ���������

�������

都 市 計 画 税 �������

計

�������

��� ��� ���
��� ��� ���

��� ��� ���
��� ��� ���

�

��

���

���

���

���

���

���

��� ��� ��� ��� ��� ���

�億円� 自主財源 依存財源

����
���� ���� ���� ���� ����

��� ��� ��� ���
��� ���

���� ���� ���� ����
���� ����

��� ��� ��� ���
��� ������ ��� ��� ���

��� ������ ��� ��� ���
��� ���

��� ��� ��� ���
���

���

���

����

�����

��� ��� ��� ��� ��� ���

�億円�

都市計画税

入湯税

市たばこ税

軽自動車税

固定資産税

市民税（法人）

市民税（個人）

（単位：千円）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成2９年度 平成30年度

���������� ���������� ���������� ���������� ���������� ����������

���������� ���������� ���������� ���������� ���������� ����������

����� ����� ����� ����� ����� �����

���������� ���������� ���������� ���������� ���������� ����������

����� ����� ����� ����� ����� �����

・依存財源…自主財源以外の地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金などをいう。

内
訳

自主財源

・自主財源…市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入をいう。

区　分

依存財源

歳 　 入
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（単位：％）

・固定資産税は、国有資産等所在市町村交付金を除いた固定資産税。

市税の現年度課税・滞納繰越分収納率（推移）

����

����

����

���� ����

平成２４年度

����

��������

����

��������

����

����

入 湯 税

平成２２年度

����

都 市 計 画 税

軽 自 動 車 税

����

����

����

����

����

��������

主な市税の収納率推移（現年度分）

����

����

平成２０年度税　　     目 平成２３年度平成２１年度

����

����

����

固 定 資 産 税

����

市 民 税 （ 個 人 ）

市 民 税 （ 法 人 ）

����

平成１９年度

��������

����

��������

����

����

����

����� ����� ����� ����� ����� �����

���� ���� ���� ���� ���� ����

����� ����� ����� �����

����� �����

���

����

����

����

����

�����

��� ��� ��� ��� ��� ���

���

現年度課税分 滞納繰越分 合計

（単位：％）

合　　　　　　　　計 ���� ���� ���� ���� ����

��� ���

����

���

����

平成30年度

���� ����

平成29年度平成28年度平成26年度 平成27年度

滞 納 繰 越 分 ��� ��� ���

現 年 度 課 税 分 ���� ���� ����

区　　　　分 平成25年度

（単位：％）

・固定資産税は、国有資産等所在市町村交付金を除いた固定資産税。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

市 民 税 （ 個 人 ） ���� ���� ���� ���� ���� ����

税　　     目 平成25年度

���� ����

市 民 税 （ 法 人 ） ���� ���� ���� ���� ����

���� ���� ���� ����

����

固 定 資 産 税 ���� ���� ���� ����

����

入 湯 税 ���� ���� ���� ���� ���� ����

軽 自 動 車 税 ����

���� ���� ����都 市 計 画 税 ���� ���� ����
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(2)　特  別  会  計

（単位：％）

����

����

���� ���� ����

����

����

���

������

����

���� ����

���

����

����

滞 納 繰 越 分

合　　計

����

����

��� ���

����

平成30年度平成25年度 平成26年度平成2７年度平成28年度 平成29年度

����

����

����

合　　計

����

����

���

����

����

����

介
�
護

後
期
高
齢

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

現 年 度 分

項　　目

国
�
保

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

合　　計

����

���� ����

����

����

���� ����

����

����

���� ����

����

���� ����

����

����

①国民健康保険税、後期高齢者医療保険料、介護保険料の収納率（推移）

���� ���� ����

��������

���� ����

����

����� ����� ����� ����� ����� �����

����� ����� �����
����� �����

�����

�����
����� �����

����� ����� �����

����

����

����

����

�����

��� ��� ��� ��� ��� ���

���

後期高齢

介 護

国 保

現 年 度 分 収 納 率
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（単位：千円）

平成25年度

������ ������ ������

平成28年度

������ ������ ������

�� �

������

市債の借入額、元金償還額及び未償還残高

年 度 内 借 入 額 ������ ����� �

�

平成29年度 平成30年度

年度内元金償還額

������

項　　　目

②土地区画整理事業特別会計

平成26年度 平成27年度

年度末未償還残高 ������� ������� ������

���

����
��� ��� ��� ���

��� ���

���
���

���

���

���

���

���
���

���

���

���

���

���

���

���

���

���

��� ��� ��� ��� ��� ���

未
償
還
残
高
（
億
円
）

借
入
・
償
還
額
（
億
円
）

年度内借入額 年度内元金償還額 年度末未償還残高
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歳　　出

歳出の性質別決算額 及び 構成比の状況（推移）

　・人件費とは、職員給与費・地方公務員共済組合等負担金・退職金・委員等報酬・議員報酬等からなる。

　・扶助費とは、社会保障制度として生活困窮者・児童・老人・心身障がい者等を援助するために要する経費。

　・公債費とは、市債の元金及び利子の償還に要する経費をいう。

　・物件費等とは、物件費・維持補修費・負担金・補助交付金及びその他の補助費等をいう。

　・臨時職員等の賃金は、人件費ではなく物件費に計上されている。

　・その他の経費とは、積立金・投資及び出資金・貸付金・繰出金をいう。

　・投資的経費とは、普通建設事業費・災害復旧事業費をいう。
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平成��年度

平成��年度

平成��年度

平成��年度

平成��年度

平成��年度

歳 出 の 性 質 別 構 成 比

人件費 扶助費 公債費 物件費等 その他の経費 投資的経費

（単位：千円、％）

    物   件   費  等
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���������

���������

    その他の 経 費

���������

    投 資 的 経 費
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���������

���������

義
務
的
経
費

    人    件    費

    扶    助    費 

    公    債    費

          小       計
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平成30年度平成27年度

決 算 額 構成比構成比決 算 額

平成28年度

決 算 額 構成比

平成29年度
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区　　　　分

決 算 額 構成比

平成25年度 平成26年度

決 算 額 構成比
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  （１） 特別会計及び企業会計における 一般会計及び各基金からの繰入金等

平成３０年度 平成２９年度 増    減

������� ������� ������

������� ������� ������

������� ������� △ 56,731

����� ������ △ 1,158

������ ������ ������

その他繰入金 � � �

������� � �������

������� ������� �������

������� ������� ������

事務費繰入金 ������ ����� ������

������ ������ ���

������� ������� �����

������� ������� △ 6,438

������� ������� �����

������ ������ �����

����� ������ △ 20,078

������ ������ �����

������ ������ ���

������ ������ △ 2,654

事業調整基金繰入金 � � �

������� ������� △ 6,438

事業調整基金繰入金 ����� ������ △ 2,755

������ ������ ������

事業調整基金繰入金 � � �

� � �

� ������ △ 11,058

� ������ △ 11,058

��������� ��������� �������

����������� ����������� ��������

������� ������� �����

������� ������� ������

��������� ��������� ������

����� ����� �����

������ ������ △ 8,457

������ ������ △ 4,972

������� ������� △ 97,618

������� ������� ������

������� ��������� △ 83,586

      収益的収入

      資本的収入

２ 参 考 資 料

（単位：千円）

会     計 　内　　　　　容

国 民 健 康 保 険

一般会計繰入金

職員給与費等繰入金（総務管理費繰入金）

保険基盤安定費繰入金

出産育児一時金等繰入金（出産育児費繰入金）

小 計

財政安定化支援事業費繰入金

事業調整基金繰入金

小 計

職員給与費繰入金

事業費繰入金

低所得者保険料軽減繰入金

後 期 高 齢 者
医 療

一般会計繰入金

広域連合事務費繰入金

保険基盤安定繰入金

一般会計繰入金・橋立

小 計

介 護 保 険

一般会計繰入金

介護給付費繰入金

包括的支援事業費繰入金

介護予防・日常生活支援総合事業費繰入金

合　　　　　　計

（内　一般会計繰入金のみ）

病 院 事 業

加賀山代温泉財産区

加 賀 山 中 温 泉
財 産 区

一般会計繰入金 : 山中温泉地域振興基金繰入金

土 地 区 画
整 理 事 業

一般会計繰入金・長谷田西

  計

      資本的収入

  計

水 道 事 業

      収益的収入

      資本的収入

  計

下 水 道 事 業

      収益的収入

���
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（２） 地 方 債 集 計

平成29年度末残高 年度中借入額 年度中元金償還額 平成30年度末残高 増       減

���������� ��������� ��������� ���������� △ 93,623

������ � ������ � △ 60,800

���������� ��������� ��������� ���������� △ 154,423

��������� ������� ������� ��������� △ 322,120

��������� � ������� ��������� △ 304,275

������� � ������ ������� △ 40,698

���������� ������� ������� ���������� △ 49,928

���������� ��������� ��������� ���������� △ 573,317

���������� ��������� ��������� ���������� △ 1,444,761

加賀市医療センター

旧 加賀市民病院

旧 山中温泉医療センター

水 道 事 業

下 水 道 事 業

合        　　計

（単位：千円）

会        　　計

一 般

土地区画整理事業

小        　　計

病
院
事
業
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S54 S56 S58 S60 S62 H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25 H27 H29

一般会計・特別会計の市債残高億円

H30 364億円

交付税措置額を除いた

市債残高 H30 98億円

[参考]

企業会計を含めた

全会計 H30 755億円

H29 下水道事業が

企業会計となり減少
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（３）基金残高の推移（各年度５月３１日現在） （単位: 千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

��������� ��������� ��������� ��������� ���������

������� ��������� ��������� ��������� ���������

国際交流基金 ������ ������ ������ ������ ������

九谷焼技能後継者育成基金 ����� ����� ����� ����� �����

山中伝統漆器後継者育成基金 ����� ����� ������ ������ ������

三森良二郎奨学基金 ������� ������� ������� ������� �������

奨学基金 ������ ����� ����� ����� �����

紙谷用水路管理基金 ����� ����� ����� ����� �����

山中温泉地域振興基金 ������ ������ ������ ������ ������

まちづくり振興基金 ��������� ��������� ��������� ��������� ���������

環境基金 ����� ����� ����� ����� �����

職員退職手当基金 ������� ������� ������� ������� �������

環境美化センター施設整備基金 ������� ������� ������� ������� �������

産業人材育成基金 ������ ������ ������ ������ ������

交通安全基金 ������ ������ ������ ������ ������

学校施設整備基金 � ����� ����� ����� �����

本川弘一科学奨励基金 � � ����� ����� �����

重点事業推進基金 � � ��������� ������� �������

子ども未来基金 � � � ����� �����

教育振興基金 � � � � ������

��������� ��������� ��������� ��������� ���������

国民健康保険特別会計 ������� ������� ������� ��������� ���������

������� ������� ������� ������� �������

加賀山代温泉財産
区 特 別 会 計

������ ������ ������ ������ ������

加賀山中温泉財産
区 特 別 会 計

������� ������� ������� ������� �������

��������� ���������� ���������� ���������� ����������

※千円単位未満を四捨五入して表示したため、合計額等に一致しない部分がある。

会計区分
年　　度　　末　　現　　在　　高

基　金　名

財政調整基金

減債基金

そ
の
他
特
定
目
的
基
金

加賀山代温泉財産区事業調整基金

加賀山中温泉財産区事業調整基金

国民健康保険事業調整基金

合　　　　　　　　　　計

一 般 会 計

一般会計合計

介護保険事業調整基金介護保険特別会計

����� �����
����� ����� �����

���
�����

����� ����� �����

�����
����� �����

�����
�����

�����
�����

�����
�����

�����

�

�����

�����

�����

�����

������

������

平成��年度 平成��年度 平成��年度 平成��年度 平成��年度

特別会計の基金

その他一般会計の基金

減債基金

財政調整基金

��百万円 �

基 金 残 高 の 推 移
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款 項 目 科 目 名 予算現額 支出済額 支出率 予算現額 支出済額 支出率 支出済額 支出率

�� �� �� 議 会 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ����� ��� ���

�� ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� ������� ��� ���

�� ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� ������� ��� ���

�� 一 般 管 理 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 890 △ 2.6 △ 0.2

�� 人 事 管 理 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 48,607 △ 0.1 △ 8.5

�� 文 書 管 理 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ����� ���� ����

�� 広 報 広 聴 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� △ 532 ��� △ 1.3

�� 財 政 管 理 費 ����� ����� ���� ����� ����� ���� ����� △ 17.3 ����

�� 会 計 管 理 費 ����� ����� ���� ����� ����� ���� ����� △ 0.1 ����

�� 財 産 管 理 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ������ ��� ����

�� 企 画 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ △ 1.8 ����

�� 電 算 管 理 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ ��� ���

�� 公 平 委 員 会 費 ��� ��� ���� ��� ��� ���� �� ���� ����

�� 防犯交通安全対策費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� △ 437 △ 1.9 △ 1.6

�� ま ち づ く り 振 興 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ ���� ����

�� 男女共同参画推進費 ����� ��� ���� ����� ����� ���� △ 484 △ 20.8 △ 36.6

�� 都 市 親 善 交 流 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ����� △ 3.0 ����

�� 諸 費 ������� ������� ���� ������ ������ ���� ������ ��� ����

�� ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ △ 0.6 ���

�� 税 務 総 務 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 1,008 △ 0.1 △ 0.5

�� 賦 課 徴 収 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ △ 1.2 ���

�� �� 戸籍住民基本台帳費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ ��� ����

�� ������ ������ ���� ������� ������ ���� △ 78,002 △ 20.7 △ 80.2

�� 選 挙 管 理 委 員 会 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ����� ��� ����

�� 選 挙 費 ������ ����� ���� ������ ������ ���� △ 80,276 △ 46.5 △ 92.9

�� ����� ����� ���� ����� ����� ���� ����� ���� ����

�� 統 計 調 査 総 務 費 �� �� ���� �� �� ���� � ��� ���

�� 統 計 調 査 費 ����� ����� ���� ����� ����� ���� ����� ���� ����

�� �� 監 査 委 員 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� △ 2,536 △ 0.1 △ 8.6

�� ���������� ���������� ���� ���������� ���������� ���� △ 576,800 △ 0.7 △ 4.8

�� ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� △ 88,267 ��� △ 1.6

�� 社 会 福 祉 総 務 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 188,358 ��� △ 36.3

�� 心 身 障 害 者 福 祉 費 ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� ������ ��� ���

�� 高 齢 者 福 祉 費 ������� ������ ���� ������� ������� ���� △ 7,228 △ 7.0 △ 6.9

�� 国 民 年 金 費 ����� ����� ���� ����� ����� ���� ��� ���� ���

�� 社 会 福 祉 施 設 費 ������ ������ ���� ������ ������ ����� △ 1,783 △ 1.4 △ 9.2

�� 国民健康保険事業費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ △ 1.2 ���

�� 介 護 保 険 事 業 費 ��������� ������� ���� ��������� ������� ���� △ 6,438 △ 0.9 △ 0.7

�� 後 期 高 齢 者 医 療 費 ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� ������ ��� ���

�� ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� △ 387,398 △ 0.8 △ 7.7

�� 児 童 福 祉 総 務 費 ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� △ 326,300 △ 0.9 △ 17.2

�� 母 子 福 祉 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ����� ��� ���

�� 保 育 園 費 ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� △ 58,932 △ 1.4 △ 2.1

�� 児 童 福 祉 施 設 費 ������ ������ ����� ������ ������ ���� ����� ��� ���

�� ひとり親家庭福祉費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 10,198 ��� △ 3.4

�� ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� △ 101,136 △ 3.1 △ 6.5

�� 生 活 保 護 総 務 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ����� ��� ���

�� 生 活 保 護 扶 助 費 ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� △ 106,652 △ 3.5 △ 7.3

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

総務費

総務管理費

徴税費

選挙費

統計調査費

民生費

 （４） 一般会計 歳出科目別 執行状況

（単位:千円）

科　目 平成３０年度 平成２９年度 30年度－29年度 支出済額
増 減 率



－ 29 －

款 項 目 科 目 名 予算現額 支出済額 支出率 予算現額 支出済額 支出率 支出済額 支出率

科　目 平成３０年度 平成２９年度 30年度－29年度 支出済額
増 減 率

�� ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� ������ ��� ���

�� ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� ������ △ 0.7 ���

�� 保 健 衛 生 総 務 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ ��� ���

�� 健 康 管 理 推 進 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 13,233 △ 5.0 △ 8.7

�� 予 防 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ����� ��� ���

�� 病 院 費 ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� ������ △ 1.1 ���

�� 診 療 所 費 ������ ������ ����� ������ ������ ���� ����� ��� ����

�� ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 11,127 ��� △ 4.2

�� 環 境 衛 生 総 務 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 3,614 ��� △ 3.1

�� 環 境 美 化 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ����� △ 4.0 ����

�� 環 境 保 全 対 策 費 ������ ������ ���� ������� ������ ���� △ 23,646 ���� △ 26.8

�� 墓 地 公 園 費 ����� ����� ���� ����� ����� ���� △ 769 △ 8.3 △ 15.2

�� 自 然 環 境 施 設 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ������ △ 1.4 ����

�� 飲 料 水 供 給 施 設 費 ��� ��� ���� ��� ��� ���� �� ��� ���

�� ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� △ 4,412 ��� △ 0.4

�� 清 掃 総 務 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ����� ��� ���

�� 塵 芥 処 理 費 ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� △ 8,478 ��� △ 0.8

�� し 尿 処 理 費 ������ ����� ���� ������ ����� ���� ����� ���� ����

�� �� 小松加賀環境衛生事務組合費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ����� ��� ���

�� ����� ����� ���� ����� ����� ���� △ 974 ��� △ 12.4

�� ����� ����� ���� ����� ����� ���� △ 974 ��� △ 12.4

�� 労 働 福 祉 費 ����� ����� ���� ����� ����� ���� △ 974 ��� △ 12.4

�� ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ ��� ���

�� ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ ��� ���

�� 農 業 委 員 会 費 ������ ������ ���� ����� ����� ���� ����� △ 1.9 ����

�� 農 業 総 務 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ��� △ 1.3 ���

�� 農 業 振 興 費 ������� ������� ���� ������� ������ ���� ������ ��� ����

�� 農 地 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ����� ��� ���

�� ������ ������ ���� ������ ������ ���� △ 1,567 ��� △ 2.6

�� 林 業 総 務 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ����� ��� ����

�� 林 業 振 興 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� △ 4,388 ��� △ 11.1

�� �� 水 産 業 振 興 費 ������ ������ ���� ������ ����� ���� ����� ��� ����

�� ��������� ������� ���� ��������� ������� ���� ����� ��� ���

�� ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ ��� ���

�� 商 工 総 務 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ����� △ 2.0 ���

�� 商 工 振 興 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ����� ��� ���

�� 公 設 市 場 費 ��� � ��� ��� � ��� � ��� ���

�� 商 工 施 設 費 ����� ����� ���� ��� ��� ���� ����� ��� �����

�� ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 9,711 ��� △ 1.6

�� 観 光 総 務 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� �� △ 1.7 ���

�� 観 光 振 興 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 3,865 ��� △ 1.5

�� 観 光 施 設 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 5,883 ��� △ 3.6

�� ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� ������ ��� ���

�� �� 土 木 総 務 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 2,571 △ 3.3 △ 1.4

�� ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� △ 120,201 △ 1.4 △ 9.8

�� 道 路 維 持 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 33,917 ��� △ 16.8

�� 雪 害 対 策 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 168,076 △ 19.7 △ 41.1

�� 道 路 新 設 改 良 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������� ���� ����

�� 橋 梁 維 持 費 ������ ������ ���� ������� ������� ���� △ 73,945 △ 21.1 △ 52.4

�� 橋 梁 新 設 改 良 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ������ △ 18.7 �����

�� 交 通 安 全 施 設 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� △ 5,240 ��� △ 32.8

商工費

商工費

観光費

土木費

道路橋梁費

清掃費

労働費

労働諸費

農林水産業費

農業費

林業費

衛生費

保健衛生費

環境衛生費
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款 項 目 科 目 名 予算現額 支出済額 支出率 予算現額 支出済額 支出率 支出済額 支出率

科　目 平成３０年度 平成２９年度 30年度－29年度 支出済額
増 減 率

�� ������ ������ ���� ������ ������ ���� △ 3,377 ���� △ 12.3

�� 河 川 下 水 路 維 持 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ����� ���� ���

�� 河 川 下 水 路 改 良 費 ����� ����� ���� ����� ����� ����� △ 5,005 △ 20.3 △ 71.5

�� �� 港 湾 建 設 費 ����� ����� ����� ����� ����� ����� ����� ��� ����

�� ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� ������� ��� ���

�� 都 市 計 画 総 務 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 86,546 ��� △ 32.2

�� 街 路 事 業 費 ������� ������� ���� ������� ������ ���� ������� ���� �����

�� 下 水 道 事 業 費 ��������� ������� ���� ��������� ��������� ���� △ 83,586 △ 4.1 △ 7.9

�� 土地区画整理事業費 � � � ������ ������ ����� △ 11,058 � 皆減

�� 公 園 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ △ 1.3 ����

�� 景 観 整 備 費 ������� ������� ���� ������� ������ ���� ������� ���� �����

�� 国 土 調 査 費 ������ ����� ���� ������ ����� ���� △ 1,109 △ 22.9 △ 11.7

�� ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ ��� ����

�� 住 宅 管 理 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ����� ��� ����

�� 住 宅 建 設 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ����� ��� ���

�� 住 宅 計 画 総 務 費 ����� ����� ����� ����� ����� ���� ����� ���� �����

�� 建 築 総 務 費 ������ ������ ���� � � � ������ � 皆増

�� ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� ������� △ 1.5 ����

�� ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� ������� △ 1.5 ����

�� 常 備 消 防 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ����� △ 0.7 ���

�� 非 常 備 消 防 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ����� ��� ���

�� 消 防 施 設 費 ������� ������� ���� ������ ������ ���� ������� ��� �����

�� 水 防 費 ��� ��� ���� ��� �� ���� ��� ���� �����

�� 災 害 対 策 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 5,793 △ 9.5 △ 3.8

�� ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ���� ������� △ 14.1 ����

�� ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ ��� ����

�� 教 育 委 員 会 費 ����� ����� ���� ����� ����� ���� � ��� ���

�� 事 務 局 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ △ 1.4 ���

�� 教 育 指 導 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ������ ��� ����

�� ��������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ △ 41.8 ����

�� 学 校 管 理 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 21,744 △ 1.2 △ 8.5

�� 教 育 振 興 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ ��� ���

�� 学 校 建 設 費 ������� ������� ���� ������� ������ ���� ������ △ 52.5 ����

�� ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 111,773 △ 24.2 △ 31.5

�� 学 校 管 理 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ ��� ���

�� 教 育 振 興 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ����� ��� ���

�� 学 校 建 設 費 ������� ������ ���� ������� ������� ���� △ 124,902 △ 52.1 △ 73.6

�� �� 幼 稚 園 費 ����� ��� ���� ������ ������ ���� △ 9,797 △ 79.1 △ 95.7

�� ��������� ������� ���� ������� ������� ���� ������� △ 1.2 ����

�� 生 涯 学 習 総 務 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ △ 1.2 ���

�� 生 涯 学 習 振 興 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ����� △ 6.7 ����

�� 教 育 文 化 施 設 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������� △ 2.6 ����

�� 文 化 財 保 護 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 21,065 ��� △ 16.5

�� 青 少 年 対 策 費 ����� ��� ���� ����� ����� ���� △ 611 △ 24.5 △ 50.2

�� ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������� ��� ����

�� 学 校 保 健 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ��� ��� ���

�� 学 校 給 食 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������ ��� ���

�� 学 校 体 育 振 興 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� △ 2,818 ���� △ 19.8

�� 社 会 体 育 総 務 費 ����� ����� ���� ����� ����� ���� △ 878 ��� △ 35.5

�� 社 会 体 育 振 興 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� ��� △ 9.0 ���

�� 体 育 施 設 費 ������� ������� ���� ������� ������� ���� ������� ��� �����

小学校費

中学校費

社会教育費

保健体育費

消防費

教育費

教育総務費

河川費

都市計画費

住宅費

消防費
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款 項 目 科 目 名 予算現額 支出済額 支出率 予算現額 支出済額 支出率 支出済額 支出率

科　目 平成３０年度 平成２９年度 30年度－29年度 支出済額
増 減 率

�� ����� ����� ����� ������ ������ ���� △ 9,928 ��� △ 70.2

�� �� 農林水産施設災害復旧費 ����� ����� ����� � � � ����� � 皆増

�� �� 土木施設災害復旧費 � � � ������ ������ ���� △ 11,109 � 皆減

�� �� 文教施設災害復旧費 � � � ����� ����� ���� △ 3,031 � 皆減

�� ��������� ��������� ����� ��������� ��������� ����� △ 381,802 ��� △ 9.0

�� ��������� ��������� ����� ��������� ��������� ����� △ 381,802 ��� △ 9.0

�� 元 金 ��������� ��������� ����� ��������� ��������� ����� △ 338,824 ��� △ 8.6

�� 利 子 ������� ������� ���� ������� ������� ���� △ 42,979 △ 0.1 △ 14.3

�� 公 債 事 務 諸 経 費 �� �� ���� �� �� ���� � △ 3.6 ���

�� ������� ������ ���� ������� ������� ���� △ 58,408 △ 9.0 △ 38.2

�� ������ ������ ���� ������� ������� ���� △ 53,435 △ 8.0 △ 44.6

�� 財 政 調 整 基 金 費 ����� ��� ���� ��� ��� ���� △ 457 △ 79.3 △ 57.1

�� 減 債 基 金 費 ����� ��� ���� ����� ����� ����� △ 1,643 △ 79.4 △ 81.6

�� 国 際 交 流 基 金 費 ��� �� ���� ������ ������ ���� △ 20,018 △ 88.7 △ 99.9

�� 九谷焼技能後継者育成基金費 � � ��� � � ���� △ 1 △ 20.0 △ 100.0

�� 山中伝統漆器後継者育成基金費積立金 �� � ���� ������ ������ ���� △ 10,003 △ 86.6 △ 100.0

�� 三森良二郎奨学基金費 ��� �� ���� ��� ��� ���� △ 291 △ 82.3 △ 84.3

�� 奨 学 基 金 費 �� � ��� �� � ���� △ 4 △ 33.3 △ 100.0

�� 紙谷用水路管理基金費 ��� ��� ���� ��� ��� ���� △ 4 △ 1.9 △ 1.6

�� 山中温泉地域振興基金費 �� � ���� �� �� ���� △ 22 △ 31.4 △ 75.9

�� ま ち づ く り振 興基 金費 ����� ��� ���� ����� ����� ����� △ 698 △ 31.8 △ 50.6

�� 環 境 基 金 費 � � ��� � � ���� △ 1 △ 20.0 △ 100.0

�� 職員退職手当基金費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� △ 20,156 △ 1.8 △ 50.1

�� 環境美化ｾﾝﾀｰ施設整備基金費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� △ 2,268 ��� △ 6.3

�� 産 業 人 材 育 成 基 金 費 �� � ���� �� �� ���� △ 15 △ 22.7 △ 68.2

�� 交 通 安 全 基 金 費 �� � ��� �� � ���� △ 7 △ 23.3 △ 77.8

�� 学 校 施 設 整 備 基 金 費 �� � ��� �� � ���� △ 3 △ 30.0 △ 100.0

�� 本川弘一科学奨励基金費 � � ��� ����� ����� ���� △ 2,000 △ 99.9 △ 100.0

�� 重 点 事 業 推 進 基 金 費 ����� ��� ���� ��� ��� ���� △ 259 △ 71.6 △ 52.6

�� 子 ど も 未 来 基 金 費 ��� ��� ���� ����� ����� ����� △ 5,731 △ 4.3 △ 92.9

�� 教 育 振 興 基 金 費 ������ ������ ���� � � � ������ � 皆増

�� �� 公 営 企 業 費 ������ ������ ���� ������ ������ ���� △ 4,972 △ 10.9 △ 15.0

�� �� �� 予 備 費 ������ � ��� ����� � ��� � ��� ���

���������� ���������� ���� ���������� ���������� ���� △ 165,013 △ 1.2 △ 0.5

公債費

災害復旧費

公債費

諸支出金

基金費

歳 出 合 計

※千円単位未満を四捨五入して表示したため、合計額等に一致しない部分がある。
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（５） 財政指数等の状況（推移）

◉実質収支比率 標準財政規模に対する実質収支額（歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源
を差し引いた額）の割合。 実質収支が黒字の場合は正数で、 赤字の場合は負数で
表される。実質収支の額の適否を判断する指標であり、大きければ良いというもの
ではなく、一般的には3～5%程度が望ましいとされている。
〔一般会計実質収支額（892,721）÷ 標準財政規模（17,941,840）〕

◉実質公債費比率 借入金、利子の支払いである公債費による財政負担の程度を示す指標で、従来の起
債制限比率には反映されていなかった公営企業や特別会計の公債費への一般会計繰
出金や債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものなども準元利償還金と
して経費算入している。 18%以上だと、地方債の発行に国の許可が必要となり、
25%以上になると一般事業の起債が制限される。

◉将来負担比率 一般会計の地方債残高のほか、債務負担行為に基づく将来支出予定額、公営企業等
の地方債残高のうち一般会計が繰出金で負担する見込額など、現時点で想定される
将来の負担総額が、標準財政規模の何倍あるのかを指標化したもの。一般の家計に
例えれば、借金の総額が給与収入の何年分に相当するのかを表す。この比率が高い
と、将来的に財政が圧迫される可能性も高いということになる。一般市の早期健全
化基準は350%となっている。

　【財政指数の説明】   　※説明文中の（　）数字は、平成30年度の千円単位の数値

基準財政収入額（市の財政力を一定の方法で合理的に算定した額）を基準財政需要
額（市の財政需要を一定の方法で合理的に算定した額）で除した数値の 3ヵ年平均
値。この数値が１に近いほど財源に余裕があり財政力が強く、１を超えた場合は普
通交付税の不交付団体となる。
〔基準財政収入額（8,279,610）÷ 基準財政需要額（14,411,467）の3ヵ年平均〕

◉経常収支比率 経常一般財源総額（地方税、普通地方交付税、地方譲与税などや臨時財政対策債発
行額）のうち、経常経費（人件費、扶助費、公債費など）に充当された一般財源の
比率で表される。この比率が小さいほど一般財源が豊かで、財政構造が弾力性に富
んでいるとされている。
〔経常経費充当一般財源（16,678,522）÷ 経常一般財源総額（18,401,390）〕

◉標準財政規模 市が標準的な状態で通常収入されるであろう一般財源の大きさで、次の算式で計算
され、実質収支比率、実質公債費比率及び将来負担比率などの分母となる数値。
　〔標準税収入額等（10,543,136）＋ 普通交付税額（6,251,242）＋ 臨時財政対
策債発行可能額（1,147,462）〕

◉財政力指数

����� ����� ����� �����

平成27年度 平成28年度

������ ������

平成29年度 平成30年度区　　　分 単位 平成25年度 平成26年度

������� �������    財政力指数 （単年度）

財政力指数 （3ヵ年平均） ����� �����

������� �������

標 準 財 政 規 模 百万円 ������ ������ ������ ������

������� �������

��� ���

経 常 収 支 比 率 ％ ���� ���� ���� ���� ���� ����

実 質 収 支 比 率 ％ ��� ��� ��� ���

���� ����

実質公債費比率（3ヵ年平均） ％ ���� ��� ��� ��� ��� ���

将 来 負 担 比 率 ％ ���� ���� ���� ����
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平成 ��年度�加賀市公営企業会計決算審査意見�

�

�

�

第１� 審査の対象�
� � 平成 ��年度�加賀市病院事業会計決算�

平成 ��年度�加賀市水道事業会計決算�

平成 ��年度�加賀市下水道事業会計決算�

�

�

第２� 審査の期間�
� � 令和元年 �月 ��日から令和元年 �月 ��日まで�

�

�

第３� 審査の方法�
� � 各企業会計決算書及びその附属書類について、関係法令及び当該事業会計諸規定に

基づき、企業の財政状態及び経営成績を適正に表示しているかについて検証するため、

関係諸帳票及び資料との照合調査をするとともに、関係部局の説明を聴取し、経営内

容の動向を把握するため係数の分析、年度別の比較検討を加え、審査をおこなった。�

�

�

第４� 審査の結果�
� � 審査に付された各企業会計決算書及びその附属書類については、いずれも関係法令

に準拠して作成されており、その計数は関係諸帳票と符合し、正確であり、当該事業

の当該年度の経営成績及び財政状態はおおむね適正に表示されていると認められた。�

� � 各事業における審査意見及び業務概要等は以下のとおりである。�����



－ 35 －

病院事業会計��
１� 決算の概要�
（１）経営成績（消費税を除く） 
本年度の経営成績は次のとおりである。 

（単位：千円）

科　　目
平成��年度
（当初予定）

平成��年度 平成��年度 ��年度―��年度

経　常　収　益　（�� ��������� ��������� ��������� �������

経　常　費　用　（�� ��������� ��������� ��������� �������

経常収支　（�）�（�）���� △ ������� △ ������� △ ������� ������

特　別　収　支　　（�� △ ����� △ ��� � △ ���

当年度純損益 （�）���� △ ������� △ ������� △ ������� ������
�

（概要）�

� 加賀市病院事業全体の決算は、当初予定額では �億 ��百万円の赤字見込みであったが、患

者数の増加、病床稼働率の向上（����％、対前年度比 ��� ポイント増）等により、決算では

本年度純損失 �億 ��百万円の赤字（対前年度比 ��百万円、�％減）に留まった。�

� 開院以来継続している「救急搬送を断らない体制」の他、医師の増員、専門医制度教育関

連施設の認定を �件追加するなど「医師招へい推進の継続的な取り組み」、医師事務作業補助

者の増員による「医師が働きやすい体制づくり」など、地域で唯一の急性期病院としての機

能充実に向けて引き続き前進している。今後も医師会と連携し、紹介率・逆紹介率の向上、

未収金管理の強化等、「加賀市医療センター改革プラン」に基づいて、より一層の取り組みを

期待したい。�

（経常収益）�

� 経常収益は ��億 ��百万円で、当初予定額を ��百万円上回り、前年度比では �億 ��百万

円増加した。主なものとしては医業収益のうち入院収益が前年度比で ��百万円（���％）、外

来収益が前年度比で �億 ��百万円（���％）の増加となっている。�

� この主な要因として、入院収益については入院患者延数が ������人（�日平均 ���人）と

前年度比 �����人 ���％増加したこと、外来収益については、逆紹介率の微増もあり外来患者

延数は �������人（�日平均 ���人）と前年度比 ���人 ���％の増加に留まったものの、�人

�日当たりの外来収入が前年度比 ���円 �％増加したことが挙げられる。�

（経常費用）�

� 経常費用は ��億 �百万円で当初予定額を �億 ��百万円下回り、前年度比では �億 ��百万

円増加した。当初予定額を下回ったのは、後発医薬品の高い使用率を維持することなど、医

業費用を抑制できたことが主な理由である。�

� この結果、経常収支は当初 � 億 �� 百万円の赤字を見込んでいたところ、決算では � 億 ��

百万円の赤字に留まり、同額が当年度純損失となった。�
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純損益の推移� � � � � � � �� � � � � � � � � � � � � �

△ ���

△ ��� △ ���

���

△ �����

△ ���

△ ���
△ ��

△ ��

△ ���

△ ��

△ �����

△ �����

△ �����

△ ���

△ ���

△ ���

�

���

�単位：百万円�
純 損 益 の 推 移

加賀市医療センター

旧 加賀市民病院

旧 山中温泉医療センター

��� ������ ��� ��� ���

� � �  
�

累積欠損金の推移� �

�������

�������

�������

�������

�����

�������

������� �������

�����

�����
�����

�������

�������

�������

�������

�������

�������

�������

�������

�

H25 H26 H27 H28 H29 H30

累積欠損金の推移 （単位：百万円）

合計 �������� ������������ ������� ������� (561)    (687)

加賀市医療センター

旧加賀市民病院

旧山中温泉医療

センター

※���決算後、議会の議決により資本金 ��億 ��百万円をもって未処理欠損金を同額相殺して
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医業収益の推移�
�����

����� �����

������
������ ������

���

�

�����

�����

�����

�����

�����

�����

�����

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

医 業 収 益 の 推 移

加賀市医療センター 旧加賀市民病院 旧 山中温泉医療センター■

（単位 ��百万円） ��
医業未収金の状況�

（単位：千円、％）

保険者分 患者分 保険者分 患者分 保険者分 患者分 保険者分 患者分

現年度分 ������� ������ ������� ������ ������� ������ ��� △ 12.5

過年度分 ����� ������ � ������ � ������ 皆増 ����

計

※医業未収金のうち、保険者分については一般的に診療から数か月後に入金される。

増減率

���

区　分
平成28年度 平成29年度 平成30年度

������� ������� ��������� ��
（２）資本的収入及び資本的支出（消費税を含む）��
資本的収入・支出の予算額に対する決算額は次のとおりである。�

（単位：千円）

区　分 現計予算額 決算額
翌年度繰越額

（法��条）

決算額の予算額
に対する増減
又は不用額

資　本　的　収　入 ������� ������� � △ �����

資　本　的　支　出 ������� ������� � ����� �
＊「法」は、地方公営企業法をさす。��
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資本的収入は、予算額 �億 ��百万円に対して、決算額 �億 ��百万円（執行率 ����％）、と

なっている。資本的支出は、予算額 �億 ��百万円に対して、決算額 �億 ��百万円（執行率

����％）となっている。�

資本的支出のうち建設改良費の主な内容は、看護学校の老朽化した空調、給湯設備等の改

修に ��百万円、医療機器の更新（血管造影装置で撮影した動画像を保存し診断レポートを作

成・電子カルテと連携するシステム、超音波診断装置、診療所等の連携医療機関と患者情報

を共有する際に電子カルテのデータの変換を行うサーバー等）に ��百万円を投資している。�

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する �億 ��百万円は、過年度分損益勘定留保資

金 �億 ��百万円、当年度分消費税資本的収支調整額 ���百万円で補填し、収益の均衡が図ら

れている。���
（３）財政状況�

本年度末の財政状況は、次のとおりである。�

科　　目 平成３０年度 平成２９年度 ３０年度�２９年度 科　　目 平成３０年度 平成２９年度 ３０年度�２９年度

���資　　　産 ���������� ���������� △ ������� ���負　　　債 ���������� ���������� △ �������

固 定 資 産 ���������� ���������� △ ������� 固 定 負 債 ��������� ���������� △ �������

流 動 資 産 ��������� ��������� △ ������ 流 動 負 債 ��������� ��������� ������

繰 延 資 産 � � � 繰 延 収 益 ��������� ��������� ������

���資　　　本 ������� ������� △ �������

資 本 金 ��������� ��������� �

剰 余 金 △ ������� △ ������� △ �������

資　　　　産
合　　　　計

���������� ���������� △ �������
負債・資本
合 計

���������� ���������� △ �������

�

�

（資産）�

� 病院事業全体の資産は ���億 ��百万円で、前年度比 �億 ��百万円（���％）減少している。

その主なものは、現金及び預金が前年度比 �億 ��百万円減少したことにより流動資産が減少

し、さらに、建物、器械及び備品等の減価償却累計額が �億 ��百万円減少したことにより固

定資産も減少したものである。�

（負債）�

� 負債は ���億 ��百万円で、前年度比 �億 ��百万円（���％）減少している。これは主に加

賀市医療センター開院時に整備した医療機器の企業債を引き続き償還していることにより、

企業債残高を含む固定負債が �億 ��百万円減少したものである。�
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（資本） 

 資本は 8 億 59 百万円で、前年度比 1 億 26 百万円（12.8％）減少している。これは、本年

度に純損失が発生したことで当年度未処理欠損金が増加したことに伴う減少である。 

 

 

（４）実質純負債の推移 

企業債残高から現金等残高及び交付税措置額を除いた実質純負債は、前年度比 3 億円改

善している。企業債残高が 6 億円減少したものの、現金等残高に回復が見られず実質純負

債の改善幅を引き下げる形となっている。 

 

18 19

28

8 7 9 8

52 50

56

101
98

91

85

34
31

28

93 91

82

77

16 14
10

57 56

49
46

-120

-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

病院事業会計現金等残高と企業債残高の推移

現金等残高

企業債残高

純負債（企業債残高－現金等残高）

交付税措置額を除いた実質純負債

億円

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
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２� 審査意見�
�

� 今年度の病院事業会計は、当初予定で見込んだ �億 ��百万円の赤字に対して、�億 ��百万

円の赤字という縮減された結果となった。また、前年度の決算額 �億 ��百万円の赤字と比較

しても、その幅が小さくなっており、良好に経営改善がなされているといえる。�

� 医業収益は、前年度に比べ �億 ��百万円増加しており、そのうち入院収益が ��百万円、

外来収益が �億 ��百万円の増となっている。�

一方、医業費用については、今年度も �億 ��百万円増加している。�

医業外収益では、前年度比 ��百万円の増、医業外費用では �百万円の増という結果である。�

� 次に、基本方針別に活動状況等を見てみる。�

� 救急医療を断らない体制については、救急搬送件数は ����� 件と、前年度より ��� 件減少

している。これは、�月から ��月以外の救急搬送数の減少によるものである。依頼に対する

応需率は �ポイント増え ��％と高く、方針どおりの運営がなされている。�

医療センターは、地域における基幹的医療機関として、地域医療の確保において非常に重

要な役割を担っているが、人材確保が困難な状況や医師不足、急速な少子高齢化や人口減少

の影響など、病院事業経営を取り巻く環境は依然として厳しい状況にある。その中で、今年

度医師 2名、看護師 2名を含め計 9名のスタッフを増やしたことは評価できる。 

急病時の利用から在宅生活復帰に向けてのリハビリテーションまで、実施可能な体制で医

療を提供するとともに、急性期の病状が回復した患者を地域診療所等へ紹介する逆紹介を促

進し医師の疲弊を防ぐなど、地域の拠点となる公的医療機関として、地域医療の確保のため

重要な役割を果たしていただきたい。 

 

さて、今年度末の医業収益における過年度未収金については 44百万円で、平成 29年度末

の過年度未収金額 34 百万円と比較すると、10 百万円の増となっている。未収金対策を取ら

れていると思うが、成果が見えてこない。何よりも未収金を発生させないことが重要であり、

初期段階での取り組みの推進、各部門での未収金情報の共有・連携の強化などに努めながら、

今後も引き続き適切な債権管理事務の執行を期待する。 

 

医療センターは市民にとってなくてはならない存在である。言いかえると、公立病院の存

在は、市の存在とイコールである。 

市民の理解や信頼に応え、質の高い医療を提供し続けていくためには、経営基盤の安定が

不可欠である。さらに、地元のかかりつけ医を持つことの有益性や、機能分担の必要性を市

民に普及啓発していくことも必要である。�

収益増加と費用削減の両面から経営改善に取り組むとともに、良質な医療を継続して提供

できるよう、安定した経営の確立を望む。  

�

 

 

（注）� 文中は原則として百万円単位または億円単位で表示し、単位未満は四捨五入した。�
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３� 参考資料�
（１）患者数推移�� 各年度の入院、外来患者数推移は次のとおりである。�
【入院】�

������ ������ ������
������

������
������ ������

������

������
������ ������

�

������

������

������

������

�������

�������

�������

��� ��� ��� ��� ��� ��� ���

入 院 患 者数 推移
加賀市医療センター

旧加賀市民病院

旧山中温泉医療センター

������������� ������� ������� ������ ������ ������

（単位� 人） �
【外来】�

������ ������ ������ ������

������� ������� �������

�������

������� ��������
��������

�

������

������

������

������

�������

�������

�������

�������

�������

�������

��� ��� ��� ��� ��� ��� ���

外 来 患 者数 推移
加賀市医療センター

旧加賀市民病院

旧山中温泉医療センター

�������������� ������� ������� ������� ������� �������

（単位� 人） �
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（２）職種別職員数�
・加賀市医療センター、旧�加賀市民病院、旧�山中医療センター�

前年度比較
（市職員数）

��年�月末 ��年�月末 ��年�月末 ��年�月末 ��年�月末 ��年�月末 ��年�月末���年�月末

��� ��� ���

� � � � ���

� � �

� � � � ���

�� �� ��

� � � � ���

��� ��� ���

��� ��� ��� ��� �����

� � �

� � � � ���

�� �� ��

� � � � ���

� � �

� � � � ���

�� �� ��

�� �� �� �� ����

� � �

� � � � ���

�� �� ��

�� �� �� �� ����

��� ��� ���

��� ��� ��� ��� �����
���

加賀市
医療センター

��

��

��

�

��

���

�

��

���

��

���

���

�

��

���

��

���

���

�

��

�

��

�

職
　
種
　
別
　
従
　
事
　
者
　
数
　

（
嘱
託
・
非
常
勤
除
く

）

�

      上段 ���旧 加賀市民病院
      下段 ���旧 山中温泉医療センター

�

�

�

�

�

�

�

�

△ �

�

��年�月末

�

��

　合　　　　　　計

���

�

��

���

��

��

��

��

�

��

���

管 理 栄 養 士

事 務 員 等

（単位：人）

項　　　　　目

��）内の数字は職種別従事者数のうち、市職員の人数を表す。

市 職 員 数  ・  職 種 別 従 事 者 数

市 職 員 数

管 理 者

医 師

看 護 師 等

薬 剤 師

検 査 技 師

放 射 線 技 師

理 療 技 師 等

�

��

���

��

��

��

�� ���
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（３）病床数、稼働率等の推移�
単位 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

床 ��� ��� ��� ��� ��� ���

床 � � � � � �

日 ��� ��� ��� ��� ��� ���

日 ��� ��� ��� ��� ��� ���

％ ���� ���� ���� ���� ���� ����

％ � � � � � �

％ ���� ���� ���� ���� ���� ����

日 ���� ���� ���� ���� ���� ����

単位 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

床 ��� ��� ���

床 �� �� ��

日 ��� ��� ���

日 ��� ��� ���

％ ���� ���� ����

％ ���� ���� ����

％ ���� ���� ����

日 ���� ���� ����

区　　　分

平 均 在 院 日 数

旧 山中温泉医療センター

病 床 稼 働 率 （ 一 般 ）

病 床 稼 働 率 （ 療 養 ）

病 床 数 （ 一 般 病 床 ）

区　　　分

病 床 数 （ 療 養 病 床 ）

診 療 日 数 （ 入 院 ）

加賀市
医療センター

旧 加賀市民病院

診 療 日 数 （ 外 来 ）

病 床 稼 働 率（ 計 ）

病 床 数 （ 一 般 病 床 ）

病 床 数 （ 療 養 病 床 ）

診 療 日 数 （ 入 院 ）

診 療 日 数 （ 外 来 ）

病 床 稼 働 率 （ 一 般 ）

病 床 稼 働 率 （ 療 養 ）

病 床 稼 働 率（ 計 ）

平 均 在 院 日 数 �
（４）各種運営状況�

年間 平均 平均 年間 平均

人／日 ������� ����� ����� ������� �����

人／日 ������ ����� ����� ������ �����

人／日 ������ ������

人／日 ����� ��� ��� ����� ���

人／日 ����� ���� ���� ����� ����

人／日 ����� ���� ���� ����� ����

件／月 ��� ���� ���� ��� ����

件／月 ����� ����� ����� ����� �����

円

百万円

円

百万円

 (*1) 平均は外来診療日数で除したもの。  (*2) 平均は入院診療日数で除したもの。
 (*3) 平均は実施日数で除したもの。  (*4) 手術室で行ったもの。

���

�����

�����

������

�����

���

������

平成３０年度

入 院 患 者 数 ����

手 術 件 数 ����

分 娩 件 数

内　ウォークイン

内　休日急病診療  (*3)

救 急 患 者 数 （ 合 計 ）

内　救急搬送

単位
平成２８年度 平成２９年度

項　　　　目

外 来 患 者 数 ���� �������

年間

外来収入（1人1日当たり）

外 来 収 入 総 額

������ ������������

����� ����� �����

入院収入（1人1日当たり） ������ ������ ������

入 院 収 入 総 額 ����� ����� ����� �
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（５）比較損益計算書

��年度 ��年度 ��年度���年度 増減率

１ ��������� ��������� ������� ���

��� 給 与 費 ��������� ��������� ������� ���

��� 材 料 費 ��������� ��������� ������ ���

��� 経 費 ��������� ������� ������ ���

��� 減 価 償 却 費 ������� ������� △ ������ △ ���

��� 資 産 減 耗 費 ������ ����� ����� �����

��� 研 究 研 修 費 ������ ������ ��� ���

２ ������� ������� ��� ���

���
支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

������ ������� △ ������ △ ����

��� 患 者 外 給 食 材 料 費 � � � �

��� 雑 支 出 ������� ������� ������ ���

��� 繰 延 勘 定 償 却 費 � � � �

３ ������� ������� △ ������ △ ����

��� 給 与 費 ������ ������ △ ������ △ ����

��� 経 費 ������ ������ ����� ���

��� 研 究 研 修 費 ����� ����� �� ���

��� 支 払 利 息 � � � �

４ ������ ������ ����� ���

��� 給 与 費 ������ ������ ����� ���

��� 経 費 ��� ����� △ ��� △ ����

５ ��� � ��� 皆増

��� 過 年 度 損 益 修 正 損 ��� � ��� 皆増

��� そ の 他 特 別 損 失 � � � �

��������� ��������� ������� ���

△ ������� △ ������� ������ ���

��������� ��������� ������� ���

△ ������� △ ������� △ ����� △ ���

������� ������� ������ ���

����� ����� ��� ���

△ ����� △ ����� ��� ���

△ ������� △ ������� ������ ���

△ ��� � △ ��� 皆減

△ ������� △ ������� ������ ���

������� ������� ������� ����

������� ������� ������� ����

医 業 費 用

（ 医 業 収 支 ）

（ 医 業 外 収 支 ）

（ 看 護 学 校 収 支 ）

医 業 外 費 用

看 護 学 校 費 用

保 育 施 設 費 用

特 別 損 失

小　　計

当 年 度 純 利 益

合　　計

科　　　　目
借　　方

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

経 常 収 支

特 別 収 支

（ 保 育 施 設 収 支 ）

��年度 ��年度 ��年度���年度 増減率

１ ��������� ��������� ������� ���

��� 入 院 収 益 ��������� ��������� ������ ���

��� 外 来 収 益 ��������� ��������� ������� ���

��� 他 会 計 負 担 金 ������ ������ � ���

��� 在 宅 医 療 収 益 ������ � ������ 皆増

��� そ の 他 医 業 収 益 ������� ������� ������ ����

２ ��������� ��������� ������ ���

��� 受取利息及び配当金 �� �� � ���

��� 補 助 金 ����� ����� ��� ����

��� 他 会 計 補 助 金 ������ ������ ����� ����

��� 他 会 計 負 担 金 ������� ������� ������ ���

��� 長 期 前 受 金 戻 入 ������� ������� △ ������ △ ���

��� そ の 他 医 業 外 収 益 ������ ������ ����� ����

３ ������� ������� △ ������ △ ����

��� 他 会 計 負 担 金 ������ ������ △ ������ △ ����

��� その他看護学校収益 ������ ������ ��� ���

４ ������ ������ ����� ����

��� 補 助 金 ������ ������ ����� ����

��� 負 担 金 ����� ����� ��� ���

��� その他保育施設収益 ����� ����� ��� ���

５ � � � �

��� 過 年 度 損 益 修 正 益 � � � �

��� そ の 他 特 別 利 益 � � � �

��������� ��������� ������� ���

医 業 収 益

医 業 外 収 益

看 護 学 校 収 益

保 育 施 設 収 益

特 別 利 益

（単位：千円、％）

科　　　　目
貸　　方

合      計
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水道事業会計��
１� 決算の概要��
（１）経営成績（消費税を除く）�� 本年度の経営成績は、次のとおりである。�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �� （単位：千円）�

� � �

（概要）�

当初予定では、�� 百万円の赤字を見込んでいたが、決算では � 億 �� 百万円（前年度比

��百万円、����％増�の黒字となり、当初予定額と比較すれば大きく改善された結果となっ

た。これは、前年度の大雪による水需要が無くなった影響を、事業用大口需要の増加によ

る収益により一定程度補えたことに加え、漏水などの修繕工事費の減少や退職給付費の減

少など、費用も前年度決算額を下回る額に抑制されたためである。�

経常収支は �億 ��百万円の黒字となっており、前年度比 ��百万円の増益である。これ

に前年度の大雪による料金の減免などによる過年度の特別損失 � 百万円を加味した額が、

当年度純利益 �億 ��百万円である。�

（経常収益）�

本年度の売上高に相当する経常収益は ��億 ��百万円で、当初予定額を ��百万円上回っ

ており、決算では前年度比 ��百万円（���％）減少した。�

その内訳は、営業収益が当初予定額で �� 億 �� 百万円を見込んでいたところ、決算では

��億 ��百万円と ��百万円上回り、決算では前年度比 ��百万円����％�の微減となった。�

営業収益の中で、給水収益が当初予定額から ��百万円増加したが、決算では前年度比 ��

百万円����％�減少したことが主な要因である。�

給水量を前年度比で見ると、年間給水量（有収水量）は ���������� ㎥となり前年度比

�������㎥（���％）減少している。給水戸数は ������戸（前年度比 ��戸）と微増してい

るが、給水人口で見ると ������人（前年度比 ���人）と減少しており、家庭用給水量は依

然として減少傾向にある。一方、給水収益でみた場合、前年度の大雪による水需要が無く

なったことによる減少を、大口需要者等の需要増により半分程度改善させた状況である。�

科　　目
平成30年度

（当初予定）
平成30年度 平成29年度 30年度―29年度

経　常　収　益　（A) ��������� ��������� ��������� △ 20,626

経　常　費　用　（B) ��������� ��������� ��������� △ 40,851

経常収支　（C）=（A）-(B) △ 12,218 ������� ������� ������

特　別　収　支　　（D) △ 2,593 △ 7,848 △ 1,571 △ 6,277

当年度純損益 （C）+(D) △ 14,811 ������� ������� ������
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（経常費用）�

経常費用は ��億 ��百万円で、当初予定額を ��百万円下回り、決算では前年度比 ��百

万円（���％）に減少した。その主な要因は、漏水等修繕工事費の減少により配水及び給水

費が当初予定額を ��百万円下回り、決算では �億 ��百万円（前年度比 �百万円、���％）

に減少した他、退職給付費の前年度比 ��百万円減少や前年度に実施した水道事業基本計画

見直し、水安全計画策定、ビジョンフォローアップの委託費 ��百万円皆減したことなどに

より、総係費が決算では �� 百万円（前年度比 �� 百万円、����％）に減少、高金利の企業

債償還が進んでいることにより支払利息及び企業債取扱諸費が決算額では � 億 �� 百万円

（前年度比 ��百万円、���％）に減少したことなどによるものである。�

�

各年度の純損益の推移は、次のとおりである。�

△ ������ △ ������
△ ������

�������

△ ������

�������
�������

△ ����� △ ������

△ ������

�������

△ ������

�������
�������

������� �������

������

��������

������

�������
�������

△ �������

�

�������

�������

�������

�千円� 純 損 益 等 の推 移

当期純損益 経常収支 営業収支

��� ���� ��� ��� ��� ��� ���

�

�

本年度は年間給水量が減少したが、大口需要者による収益の増加や経費抑制により当期

純利益は前年度より増加し �億 ��百万円（前年度比 ��百万円、����％）の黒字となった。�

人口減少や節水による給水量の減少に着目するだけでなく、大口需要者の動向も十分に

留意しながら、的確な事業運営を目指してもらいたい。�

将来の水需要と施設の適正規模、長寿命化など、経営的課題を解決するには様々な検討

は重要であるが、比較的大きな投資を必要とする場合には、事業運営基盤の整備の重要性

以上に、十分な経費試算、経営分析を行う必要がある。なぜなら、これまでの純損益の推

移でも、年間給水量（有収水量）の減少による営業収益の減少と平成 ��年度からの設備投

資による減価償却費の増加等により、平成 �� 年度から平成 �� 年度まで純損失が計上され

た。また、平成 �� 年度から平成 �� 年度では営業収益が低調であった。このような背景を

忘れずに事業運営に取り組んでもらいたい。�

�
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（単位：千円）

区　分 現計予算額 決算額 翌年度繰越額
決算額の予算額
に対する増減
又は不用額

資　本　的　収　入 ������� ������� � △ �������

資　本　的　支　出 ��������� ��������� ������ �������

（２）資本的収入及び支出（消費税を含む）�� � 本年度の予算額に対する決算額は、次のとおりである。�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �� � � �

資本的収入は、予算額 �億 ��百万円に対して、決算額 �億 �百万円（執行率 ����％）とな

っている。資本的支出は、予算額 ��億 ��百万円に対して、決算額 ��億 ��百万円と翌年度繰

越額 ��百万円を合わせ、��億 ��百万円（執行率 ����％）となっている。�

このうち建設改良費の主な内容は、原水・浄水施設費では七日市送水ポンプ場の計装盤、

吐出弁等の更新工事や外壁の改修工事費として ��百万円、配水・給水施設費では、継続して

実施している老朽管更新事業などに加えて、下水道工事や北陸新幹線整備事業に関連した水

道管の移設工事など、管路 ����㎞の工事費として �億 ��百万円を投資している。�

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する �億 ��百万円は、前年度からの繰越工事資

金 ��百万円、過年度分損益勘定留保資金 �億 ��百万円、当年度分消費税及び地方消費税資

本的支出調整額 �� 百万円で補てんし、収支の均衡が図られている。なお、翌年度繰越額 ��

百万円は全額建設改良費である。��
（３）財政状況�
本年度末の財政状況は、次のとおりである。�

科　　目 平成３０年度 平成２９年度 ３０年度-２９年度 科　　目 平成３０年度 平成２９年度 ３０年度-２９年度

(1)資　　　産 ���������� ���������� △ 178,095 (2)負　　　債 ���������� ���������� △ 301,209

固 定 資 産 ���������� ���������� △ 371,343 固 定 負 債 ���������� ���������� △ 96,869

流 動 資 産 ��������� ��������� ������� 流 動 負 債 ��������� ��������� △ 100,596

繰 延 勘 定 � � � 繰 延 収 益 ��������� ��������� △ 103,744

(3)資　　　本 ��������� ��������� �������

資 本 金 ��������� ��������� �

剰 余 金 ��������� ��������� �������

資　　　　産
合　　　　計

���������� ���������� △ 178,095
負債・資本
合 計

���������� ���������� △ 178,095

（単位：千円）

�
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（資産） 

資産は 267 億 71 百万円で、前年度比 1 億 78 百万円（0.7％）減少している。その内訳は、

固定資産が 3億 71百万円減少し、流動資産が 1億 93 百万円増加した。 

固定資産では、有形固定資産の内、建物で 26 百万円、機械及び装置で 1 億 57 百万円減価

償却などにより減少となった。また、無形固定資産は、九谷ダムに係る施設利用権の減価償

却により前年同様 1億 79 百万円減少した。 

流動資産では、収益改善により現金が 2億 74 百万円増加した一方で、前年度にあった大雪

の影響による増加分が無くなったことにより未収金が 57 百万円減少した他、前払金が 19 百

万円減少した。 

（負債） 

 負債は 181 億 91 百万円で、前年度比 3 億 1 百万円（1.6％）減少している。その主な内訳

は、固定負債で 97百万円の減少、流動負債で 1億 1百万円の減少である。 

固定負債では、企業債が 72 百万円減少し、退職給付引当金が 24百万円減少している。 

流動負債では、前年度に比較して年度内に支払が完了できない工事が減少したことなどか

ら、未払金が 1億 24 百万円減少している。 

（資本） 

資本は 85 億 80 百万円で、前年度比 1 億 23 百万円（1.5％）増加しているが、これは利益

剰余金の増加によるものである。 

 

（４）実質純負債の推移 

企業債残高から現金等残高及び交付税措置額を除いた実質純負債は、前年度比 3 億円改善

している。現金等残高の増加分が実質純負債を改善した形となった。 
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２� 審査意見�
�

今年度の水道事業会計は、当初予定で見込んだ ��百万円の赤字に対して、�億 ��百万円の

黒字という結果となった。また、前年度の決算額と比較しても ��百万円増となり、昨年度に

引き続きの黒字決算となり、単年度決算に関して言えば良好といえる。�

� 年間給水量（有収水量）は、������千㎥と前年度に比べて ���千㎥減少した。これは、冬

場の大雪による水需要が、今年度なかったことによる。�

� その結果、給水収益は ��億 ��百万円と、前年度に比較すると ��百万円減少した。また、

営業費用は ��百万円減少している。�

� 収入の根幹をなす給水収益をみると、市の人口減少に伴って、給水人口も減少している。

今後の見通しとして、特定企業の需要増加や、平成 ��年度のような大雪等による増収は、見

込まれず、給水量は減少していくことが予想される。一方で、経年劣化に伴い、水道管・ポ

ンプ場などの施設の老朽化がますます進み、その更新に要する費用が増大していくことなど

大きな課題を抱えていることには変わりはない。�

� 費用面でみると、建設改良費（翌年度繰越額を含む）は前年度 � 億 � 百万円であったが、

今年度は �億 ��百万円で ��百万円の増となり、施設の更新事業等により近年は同じ水準で

推移している。�

� 今後、企業債の償還をはじめ、施設の更新等多額の費用が見込まれることから、次世代に

過重な負担を強いる畏れがある。企業経営にあたっては、本市のあるべき水道事業を見据え

ながら慎重に運営してほしい。�

�

� 水道事業は、地方公営企業法に基づく事業であり、公営企業の基本原則である公共の福祉

の増進を図るとともに、常にその経済性、合理性が求められるものである。 
国は、安全で質が高く、強靱で将来にわたり持続可能な水道を構築するため、水道事業の

統合を含めた広域化の推進や、これにより、民間事業者の参入を含めた水道施設の効率化や

人員体制の集約化を図り、水道事業体の運営基盤を強化することを打ち出している。 
本市も自由な立場に立ち、国の方向性をもとに水道事業に明確なビジョンを持って、持続

可能な経営基盤を確立し、老朽化した水道施設の更新、供給基盤の強化に努め、安全で良質

な水の供給に努められたい。� 
�

� �

�

�

�

�

�

�

（注）� 文中は原則として百万円単位で表示し、百万円未満は四捨五入した。� �



－ 51 －

３� 参考資料��
（１）業務状況�
各年度の業務状況は、次のとおりである。

増減率 全国平均

（％） （H29年度）

給 水 人 口 � 人 ������ ������ ������ △ 698 △ 1.0 �

給 水 世 帯 � 世帯 ������ ������ ������ ��� ��� �

配 水 量 � ㎥ ���������� ���������� ���������� △ 247,677 △ 1.9 �

㎥ ��������� ��������� ��������� △ 205,207 △ 2.6 �

㎥ ��������� ��������� ��������� △ 42,470 △ 0.8 �

％ ���� ���� ���� △ 0.4 △ 0.7 �

有 収 水 量
（ 給 水 量 ）

� ㎥ ���������� ���������� ���������� △ 143,709 △ 1.3 �

無 収 水 量 � ㎥ ������� ������� ������� △ 83,023 △ 26.6 �

無 効 水 量 � ㎥ ��������� ��������� ��������� △ 20,945 △ 1.6 �

有 収 率 ��� ％ ���� ���� ���� ��� ��� ����

無 収 率 Ｅ/Ｃ ％ ��� ��� ��� △ 0.6 △ 25.0 �

無 効 率 ��� ％ ���� ��� ��� ��� ��� �

円/１㎥ ������ ������ ������ △ 1.47 △ 0.8 ������

円/１㎥ ������ ������ ������ ���� ��� ������

※有収率は配水された浄水のうち料金として徴収される水量（有収水量）の割合。高いほどよい。

※無収水量は給水量のうち料金徴収の対象とならなかった水量。

※無効水量は配水量のうち漏水、その他損失とみられる水量。

※全国平均は総務省自治財政局編　地方公営企業年鑑　水道事業集計表(法適用）総計より 

自己水源量/配水量　

給 水 原 価

��� � ���　　　　　　県水１㎥単価　

単位 平成３０年度

　　うち　県水受水量　

円 ��

供 給 単 価

��

30年度－29年度平成２９年度平成２８年度

　　うち　自己水源量　

　配水量、県水受水量、有収水量の推移

項　　　　　目

12,575 12,495

12,795

12,282

13,025

12,777

11,296
11,190

11,035
10,747

11,438
11,294

6,257 6,257
5,680 5,386

5,221
5,179

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H25 H26 H27 H28 H２9 H30

配水量 （千㎥）

有収水量 （千㎥）

県水受水量 （千㎥） �
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（２）予算執行状況�
本年度の予算執行状況は、次のとおりである。�

当初予算額 補正予算額

＋流用額

地 方 公 営 企
業 法 第 ��条
第�項の規定
による繰越額

現計予算額 決算額

地方公営企
業法第��条
第�項の規定
による繰越額

決算額の予算額
に対する増減又
は 不 用 額

執行率

��������� ����� � ��������� ��������� � ������ �����

営 業 収 益 ��������� ����� � ��������� ��������� � ������ �����

営 業 外 収 益 ������� �� � ������� ������� � ����� �����

特 別 利 益 � � � � � � � �

��������� ����� ����� ��������� ��������� ��� ������ ����

営 業 費 用 ��������� △ ����� ����� ��������� ��������� ��� ������ ����

営 業 外 費 用 ������� ����� � ������� ������� � ����� ����

特 別 損 失 ����� ����� � ����� ����� � ��� ����

予 備 費 ����� � � ����� � � ����� ���

差引額�������　 ������ △ ����� △ ����� ������ ������� △ ���

②資本的収入及び支出（消費税を含む）
（単位：千円、％）

当初予算額 補正予算額

地方公営企
業法第��条
の規定による

繰越額

現計予算額 決算額
翌年度
繰越額

決算額の予算額
に対する増減又
は 不 用 額

執行率

������� � ������ ������� ������� � △ ������� ����

企 業 債 ������� � ������ ������� ������� � △ ������� ����

工 事 負 担 金 ����� � ����� ������ ����� � △ ����� ����

他 会 計 出 資 金 ������ � � ������ ������ � △ ����� ����

他 会 計 補 助 金 ������ � � ������ ������ � △ � �����

他 会 計 負 担 金 ������ � � ������ ����� � △ ����� ����

国 庫 支 出 金 ������ � � ������ ������ � △ ����� ����

��������� △ ��� ������ ��������� ��������� ������ ������� ����

建 設 改 良 費 ������� △ ��� ������ ������� ������� ������ ������� ����

企 業 債 償 還 金 ������� � � ������� ������� � � �����

予 備 費 ����� � � ����� � � ����� ���

差引額�������　 △ ������� ��� △ ������ △ ������� △ ������� △ ������

水 道 事 業 収 益 ���

水 道 事 業 費 用 ���

（単位：千円、％）

区　　　　分

資 本 的 収 入 ���

資 本 的 支 出 ���

区　　　　分

�
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３０年度－２９年度

構成比 金　　　額 構成比

（単位：千円、％）

���� ��������� ����

科　　　　　目
金　　　額 増減率金　　　額

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

△ �������

���� △ ���

受 託 給 水 工 事
収 益

��� ��� ���

給 水 収 益 ��������� △ ������

金　　　額 構成比

��� ���

���������

△ ���

そ の 他 営 業 収 益 ������ ��� ������

受 取 利 息 及 び
配 当 金

��� ��� ��� △ ����

��� ������ ��� △ ����� △ ���

��� ��� ��� △ ��

長 期 前 受 金 戻 入 �������

他 会 計 補 助 金 ����� ��� �����

��� � ��� �

給 水 加 入 金 ������ ��� ������

�����

国 県 補 助 金 � ��� � －

��� ����� ��� �����

△ ������

��� △ �����

��������� �����

��� ���

�����計

雑 収 益 ��� ��� ���

��������� △ ���

����

△ ����

����� ���

������ ���

����� ���������

������ ������� ��� ������� ��� �����

（３）経営成績（消費税を含まず）�
各年度の経営成績は、次のとおりである。�

（単位：千円、％）

増減率

営 業 収 益 ������������������ △ ������ △ ���

科　　　　目 平成２９年度平成３０年度 ３０年度－２９年度

���

経 常 収 益 ��� ������������������ △ ������ △ ���

営 業 外 収 益 �������������� �����

△ ���

営 業 外 費 用 �������������� △ ������ △ ���

営 業 費 用 ������������������ △ ������

△ ���

経 常 収 支 ������� �������������� ������

経 常 費 用 ��� ������������������ △ ������

�

特 別 損 失 ��� ���������� ����� �����

特 別 利 益 ��� ��

�������������� ������ ����
当 年 度 純 損 益

（�������（�）����

営 業 収 支

営 業 外 収 支

△ ���

△ ����

�������������� △ �����

△ ������△ ������ ������

�

���� ��
・経常収益を性質別にみると、次のとおりである。�
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・経常費用を性質別にみると、次のとおりである。 

���

��������� ����� ���������

������� ���� �������

������������

������� ����

���受 託 工 事 費 ������

△ ���

���� ��� ���

�����計 ��������� ����� △ ������

そ の 他 費 用

���

��� ��� ���

��� �����

�����

路 面 復 旧 費 ������ �������� ����� ���

△ ����

�����

薬 品 費 ������ ��� ������ ������� ������ ���

������ ��� ������

����� ��� ����� ���

△ ������

����

������ ��� ������ ���

����� ��� ����

����

修 繕 費 ������ ���

���

支 払 利 息 ������� ����

����

動 力 費

材 料 費

�������

�����

減 価 償 却 費 ��������� ���� ���������

������ ���

△ ������

���

△ ���

��������� ���� �����

������� ����

������� ���� ������� ������� ���� △ �����

��� △ ������ △ ����

△ �������

職 員 給 与 費 ������� ��� ������

受 水 費

金　　　額 増減率構成比 金　　　額 構成比 金　　　額

科　　　　　目

平成２８年度 平成２９年度

金　　　額 構成比

（単位：千円、％）

平成３０年度 ３０年度－２９年度

��� ������

�������
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���
��� ��� ��� ��� ���

��� ��� ��� ��� ��� ���

�����

�����
����� �����

�����
�����

���

���

���

���

���

���

���

���

���

���

�

�

��

��

��

��

��

�２５ �２６ �２７ �２８ �２９ �３０

年度内借入額：借換額除く 年度内元金償還額：借換額除く 年度末未償還残高

（単位：億円）

（４）水道料金の収納率推移�
����� ����� ����� ����� �����

����� �����

�����

�����

�����

�����

�����

�����

�����
�����

����� �����
����� �����

�����

����

����

����

�����

�２６年度 �２７年度 �２８年度 �２９年度 �３０年度

現年度分（�月末）

現年度分（�月末）

滞納分（ 〃 ）

合計（ 〃 ）

��）

（単位：％）

 �
（５）企業債借入、償還・未償還残高の推移�
項　　　　　目 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

年 度 内 借 入 額 ������� ������� ������� ������� ������� �������

借換額除く ― ― ― ― ― �������

年度内元金償還額 ������� ������� ������� ������� ������� �������

借換額除く ― ― ― ― ― �������

年度末未償還残高 ���������� ���������� ���������� ���������� ���������� ����������

・借換債発行額 ― ― ― ― ― ������

建 設 費 ��������� ������� ������� ������� ������� �������

※建設費は資本的支出の建設改良費の決算額

（単位：千円） ��
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（６）比　較　損　益　計　算　書

平成３０年度 平成２９年度 ３０年度－２９年度 増減率

１ ��������� ��������� △ 18,814 △ 0.9

��� 原 水 及 び 浄 水 費 ������� ������� ����� ���

��� 配 水 及 び 給 水 費 ������� ������� △ 5,361 △ 4.4

��� 受 託 給 水 工 事 費 ������ ������ ����� ���

��� 業 務 費 ������ ������ ����� ���

��� 総 係 費 ������ ������ △ 28,304 △ 35.5

��� 減 価 償 却 費 ��������� ��������� ����� ���

��� 資 産 減 耗 費 ������ ������ ����� ����

��� そ の 他 営 業 費 用 � � � �

２ ������� ������� △ 22,037 △ 8.4

��� 支払利息及び企業債取扱諸費 ������� ������� △ 11,136 △ 4.4

��� 繰 延 勘 定 償 却 � ����� △ 1,276 皆減

��� 雑 支 出 �� ����� △ 9,625 △ 99.1

３ ����� ����� ����� �����

��� 過 年 度 損 益 修 正 損 ����� ����� ����� �����

��� そ の 他 特 別 損 失 � � � �

��������� ��������� △ 34,574 △ 1.5

������� ������� ������ ����

��������� ��������� △ 20,626 △ 0.8

① 営業収支                   ������� ������� △ 3,030 △ 1.8

② 営業外収支　 　  　  　　 　 △ 33,188 △ 56,443 ������ ����

③ 経常収支（①＋②)　　　   ������� ������� ������ ����

④ 特別収支 △ 7,848 △ 1,571 △ 6,277 △ 399.6

当年度純利益 （③+④） ������� ������� ������ ����

前年度繰越利益剰余金 ��������� ��������� � ���

その他未処分利益剰余金変動額 � � � �

当年度未処分利益剰余金 ��������� ��������� ������ ���

合 計

営 業 外 費 用

特 別 損 失

小 計

当 年 度 純 利 益

科　　　　　　　　目
借　　　　　　　　　　　　　　　方

営 業 費 用

平成３０年度 平成２９年度 ３０年度－２９年度 増減率

１ ��������� ��������� △ ������ △ ���

��� 給 水 収 益 ��������� ��������� △ ������ △ ���

��� 受 託 給 水 工 事 収 益 ��� ��� △ ��� △ ����

��� そ の 他 営 業 収 益 ������ ������ △ ����� △ ���

２ ������� ������� ����� ���

��� 受 取 利 息 及 び 配 当 金 ��� ��� △ �� △ ����

��� 他 会 計 補 助 金 ����� ����� ����� �����

��� 国 県 補 助 金 � � � �

��� 給 水 加 入 金 ������ ������ △ ����� △ ����

��� 長 期 前 受 金 戻 入 ������� ������� ����� ���

��� 雑 収 益 ����� ��� ��� ����

３ � � � �

��� 固 定 資 産 売 却 益 � � � �

��� 過 年 度 損 益 修 正 益 � � � �

��� そ の 他 特 別 利 益 � � � �

��������� ��������� △ ������ △ ���

（単位：千円、％）

科　　　　　　　　目
貸　　　　　　　　　　　　　　　方

営 業 収 益

合 計

営 業 外 収 益

特 別 利 益
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下水道事業会計��
１� 決算の概要��
（１）経営成績（消費税を除く）�� 本年度の経営成績は、次のとおりである。�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � ��（単位：千円）�

科　　目
平成��年度
（当初予定）

平成��年度 平成��年度 差額

経　常　収　益　（�� ��������� ��������� ��������� △ �������

経　常　費　用　（�� ��������� ��������� ��������� △ ������

経常収支　（�）�（�）���� ������ △ ������ ������ △ ������

特　別　収　支　　（�� △ ������ △ ������ △ ������ �����

当年度純損益 （�）���� △ ����� △ ������ ������ △ ������

（概要）�

昭和 �� 年に加賀公共下水道（片山津処理区）を開始し、平成 �� 年度から企業会計に移

行した下水道事業であるが、今期から企業会計での前年度比較が行えることとなる。�

当初予定では、�百万円の赤字を見込んでいたが、決算では ��百万円の赤字となり、当

初予定額より大きく下降した結果となった。その要因としては、一般会計からの補助金が

国の算定基準の見直しにより、決算で �億 ��百万円（�億 �百万円、����％）減少したこ

とにある。結果、経常収支は �� 百万円の赤字となり、これに特別損失の �� 百万円を加味

した額が、当年度純損失 ��百万円となっている。�

今後見込まれる施設の老朽化、耐震化対策のための費用増加や人口減少に伴う下水道収

益の減少など難しい課題があるなかで、ストックマネジメント計画の作成を進めるとの事

だが、現時点で一般会計からの補助金が減少したことにより、経営基盤強化が急務となっ

ている。既に検討がなされている下水道施設の統廃合や国からモデル都市に指定され実施

済みの「経営改善方策検討結果」の活用など、対策が急務な中でも、しっかりとしたロー

ドマップを見定めて、着実に進められるよう期待されている。�

（経常収益）�

本年度の経常収益は ��億 ��百万円で、当初予定額を �億 �百万円（���％）下回り、前

年度比 �億 �百万円（���％）減少している。�

その内訳は、営業収益が当初予定額で � 億 � 百万円を見込んでいたところ、決算では �

億 ��百万円と ��百万円上回っており、下水道使用料が当初予定で �億 ��百万円を見込ん

でいたところ、決算では �億 ��百万円と ��百万円（前年度比 �百万円、���％増）とわず

かに増加している。また、営業外収益では他会計補助金が当初予定額で �億 ��百万円を見

込んでいたところ、繰入基準の見直しにより決算では �億 ��百万円と �億 ��百万円と下
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区　分 現計予算額 決算額 翌年度繰越額
決算額の予算額
に対する増減
又は不用額

資　本　的　収　入 ��������� ��������� � △ �������

資　本　的　支　出 ��������� ��������� ������� �������

回り、前年度比 �億 �百万円減少したことや、平成 �年度の機械装置整備に係る国庫補助

金等の収益化が終了したことにより長期前受金戻入が決算で �億 ��百万円（前年比 ��百

万円、���％減）と減少したことによるものである。�

なお、年間総処理水量のうち収益につながる処理水量を前年度比で見ると、年間処理水

量（有収水量）は ���������㎥となり前年度比 �����㎥（���％）微減している。水洗化戸

数は ������戸（前年度比 ���戸）に増加し、水洗化率は ����％（前年度比 ���ポイント）

に微増した。�

（経常費用）�

経常費用は ��億円で、当初予定額を ��百万円下回り、前年度比 ��百万円（���％）減

少した。その主な要因は、営業費用では前年度から実施したストックマネジメント計画策

定と農業集落排水施設整備の最適化構想策定を委託したことにより総係費が ��百万円、石

川県大聖寺川浄化センターの負担金清算により流域下水道維持管理等負担金が��百万円が

増加しているが、修繕の実績が予定を下回ったことにより汚水管渠費が � 百万円、管渠構

築物等の減価償却費が ��百万円それぞれ減少している。営業外費用では、起債償還の変動

により支払利息び企業債取扱諸費で ��百万円減少したことによるものである。�

�

（２）資本的収入及び支出（消費税を含む）�� 本年度の予算額に対する決算額は、次のとおりである。�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � （単位：千円）�

資本的収入は、予算額 ��億 ��百万円に対して、決算額 ��億 ��百万円（執行率 ����％）

となっている。資本的支出は、予算額 ��億 ��百万円に対して、決算額 ��億 ��百万円及び

翌年度繰越額 �億 ��百万円を合わせ ��億 ��百万円（執行率 ����％）となっている。�

資本的支出のうち建設改良費の主な内容は、公共下水道事業では、片山津処理区（打越町、

高塚町など）、大聖寺川処理区（大聖寺西町、保賀町、作見町、山中温泉長谷田町）における

管路敷設や舗装本復旧工事、新幹線関連工事の支障移転工事などに �億 ��百万円投資してい

る。また、農業集落排水事業では、令和元年 �月供用開始した三木地区の管路施設整備に ��

百万円を投資している。�

資本的収入額から前年度からの繰越工事資金 ��百万を差し引いた額が、資本的支出額に対

して不足する �億 ��百万円は、過年度分損益勘定留保資金 ��百万円と当年度分損益勘定留

保資金 �億 ��百万円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ��百万円で補てん

し、収支の均衡が図られている。なお、翌年度繰越額 �億 ��百万円は全額建設改良費である。
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（３）財政状況�
本年度末の財政状況は、次のとおりである。�

（単位：千円）

科　　目 平成３０年度 平成２９年度 ３０年度�２９年度 科　　目 平成３０年度 平成２９年度 ３０年度�２９年度

���資　　　産 ���������� ���������� △ ������� ���負　　　債 ���������� ���������� △ �������

固 定 資 産 ���������� ���������� △ ������� 固 定 負 債 ���������� ���������� △ �������

流 動 資 産 ������� ������� ������� 流 動 負 債 ��������� ��������� �������

繰 延 勘 定 � � � 繰 延 収 益 ���������� ���������� △ ������

���資　　　本 ������� ������� △ ������

資 本 金 ������� ������� �

剰 余 金 △ ������ ������ △ ������

資　　　　産
合　　　　計

���������� ���������� △ �������
負債 ・ 資本
合　　　　 計

���������� ���������� △ �������

� 
（資産）�

資産は ��� 億 �� 百万円で、管路、処理施設等の構築物が ����％を占める固定資産が ���

億 ��百万円、未収金と現金を含む流動資産が �億 ��百万円である。�

� 固定資産は前年度比 �億 ��百万円（���％）減少しているが、有形固定資産で �億 ��百万

円増加した一方で、減価償却累計額が �億 ��百万円進んだことが主な要因である。また、流

動資産では前年度比 �億 ��百万円（����％）増加しているが、その内訳は現金 ��百万円の

増加、国庫補助金の収納額の前年度との変動などによる未収金 ��百万円の増加、事業の繰越

が前年度に比較して増加したことによる前払金 ��百万円の増加などが主な要因である。�

�

（負債）�

� 負債は ��� 億 �� 百万円で、その主な内訳は、ほとんどが企業債である固定負債が ��� 億

��百万円（����％）の他、資産形成に伴う長期前受金を含む繰延収益 ���億 ��百万円（����％）

などとなっている。�

�

（資本）�

資本は �億 ��百万円で、その主な内訳は、昨年同額の資本金 �億 ��百万円とポンプ場等

の受贈財産による資本剰余金 �百万円、利益積立金などの利益余剰金 ��百万円の合計額から、

当年度純損失 ��百万円を差し引いた結果となっている。�

�



－ 61 －

（４）実質純負債の推移 

企業債残高から現金等残高及び交付税措置額を除いた実質純負債は、前年度比 4億円改善

している。現金等残高は低迷しており、概ね企業債残高の減少分が改善幅となっている。 
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※平成 28年度までは、元下水道事業特別会計分の集計。 
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２� 審査意見�
�

下水道事業会計は、平成 �� 年度に特別会計から企業会計に移行した � 年目の決算であり、

前年度との比較を行うことができた。�

� 損益計算では、当初予定で見込んでいた �百万円の赤字に対して、��百万円の赤字決算と

なった。要因として、国の算定基準の見直しがあり、一般会計からの補助金が減少したこと

による。�

� 経常収益は ��億 ��百万円と、当初予定比 �億 �百万円、前年度比 �億 �百万円下回った。

経常費用は ��億円と、当初予算比 ��百万円、前年度比 ��百万円下回った。これは汚水管渠

費、マンホール緊急修繕等が当初予算に比べて減少したことによる。�

今後の事業経営を考えた場合、収益の面で、下水道普及率の横ばいが続いているうえ、人

口の減少や一人暮らし高齢者率が伸びることを踏まえると、下水道収益は減少していくと思

われる。�

一方、機能維持のための施設更新にかかる事業費や、管延命化に要する維持管理費は増加

していき、事業経営が非常に厳しい状況といえる。もともと下水道事業は、一般会計繰入金

と起債で事業を拡張してきたものであり、債務（借金）が前提となっている。企業会計へ移

行したことで、いままで表に出なかった債務が財務書類には現れ、本市における一人当たり

負債額が増加した。このまま、経営が揺らぐことになれば、後々資金不足になると見込まれ

る。�

そこで今年度から「ストックマネジメント計画」の策定に着手し、延命化・更新費用の平

準化の検討と、「下水道事業における長期収支見通し推計モデルなどを活用した経営改善方策

検討」を行うなど、経営の健全化に向けた新たな取り組みの、早々の立ち上げを期待するも

のである。�

今後は、下水道の加入促進や規模の適正化など、事業の選択と集中を行い、事業費の増加

を圧縮し、償還額と支払利息のバランスを考慮しながら企業債の発行を計画的に行うことが

重要となる。まずは、近い将来に向けた経営全体のビジョンの構築が不可欠である。�

さまざまな取り組みを考え、健全で持続可能な経営をめざし、経営基盤強化に努められる

よう要請する。�

�

�

�

�

� �

�

�

�

�

�

（注）� 文中は原則として百万円単位で表示し、百万円未満は四捨五入した。� �
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３� 参考資料��
（１）業務状況�
各年度の業務状況は、次のとおりである。�

増減率

（％）

公共下水道 ２（片山津、大聖寺） ２（片山津、大聖寺） ２（片山津、大聖寺）

農業集落排水 １1（分校、柴山、三木他） １1（分校、柴山、三木他） １1（分校、柴山、三木他）

小規模排水 １（花房） １（花房） １（花房）

地域下水道 １（若葉台） １（若葉台） １（若葉台） ※三木処理区は工事中

人 ������ ������ ������ △ 702 △ 1.0

人 ������ ������ ������ △ 415 △ 1.0

戸 ������ ������ ������ ��� ���

％ ���� ���� ���� ��� ���

ｈａ ������� ������� ������� ���� ���

％ ���� ���� ���� ��� ���

人 ������ ������ ������ △ 312 △ 1.0

戸 ������ ������ ������ ��� ���

％ ���� ���� ���� ��� ���

㎥ ��������� ��������� ��������� ������ ���

㎥ ������ ������ ������ ��� ���

㎥ ��������� ��������� ��������� △ 1,708 ���

　公共下水道事業地域のみの表記とする。

１ 日 平 均 処 理 水 量

項　　　　　目 平成２９年度

箇所

　処理区域内人口・戸数、年間総処理水量、有収水量の推移

有 収 水 量

整 備 済 面 積

年 間 総 処 理 水 量

処 理 区 域 内 人 口

処 理 区 域 内 戸 数

普 及 率

整 備 率 � ※ �

水 洗 化 人 口

30年度－29年度平成２８年度

※整備率については、農業集落排水事業、小規模集合排水処理事業地域は整備率が100％のため、

�

行 政 区 域 内 人 口

事業区分

単位 平成３０年度

水 洗 化 戸 数

水 洗 化 率

40,240 40,243 40,191 40,213

39,798

15,205 15,648
15,748 16,147

16,265

5,733 5,707
5,875 6,184

6,224

4,565 4,675 4,664 4,785 4,784

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

H２６ H２７ H２８ H２９ H３０

処理区域内人口 （人）

処理区域内戸数 （戸）

年間総処理水量 （千㎥）

有収水量 （千㎥） �
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（２）予算執行状況�
本年度の予算執行状況は、次のとおりである。

①収益的収入及び支出（消費税を含む）

当初予算額 補正予算額
＋流用額

地 方 公 営 企
業 法 第 ��条
第�項の規定
による繰越額

現計予算額 決算額

地方公営企
業法第��条
第�項の規定
による繰越額

決算額の予算額
に対する増減又
は 不 用 額

執行率

��������� △ 46,291 � ��������� ��������� � △ 67,813 ����

営 業 収 益 ������� � � ������� ������� � ������ �����

営 業 外 収 益 ��������� △ 46,291 � ��������� ��������� � △ 81,618 ����

特 別 利 益 � � � � ��� � ��� 皆増

��������� ����� � ��������� ��������� � ������ ����

営 業 費 用 ��������� △ 104 � ��������� ��������� � ������ ����

営 業 外 費 用 ������� ����� � ������� ������� � ����� ����

特 別 損 失 ������ ����� � ������ ������ � ����� ����

予 備 費 ����� � � ����� � � ����� ���

差引額(A)-(B)　 ������ △ 55,084 � △ 38,052 △ 35,510 �

②資本的収入及び支出（消費税を含む）
（単位：千円、％）

当初予算額 補正予算額

地方公営企
業法第26条
の規定による

繰越額

現計予算額 決算額
翌年度
繰越額

決算額の予算額
に対する増減又
は 不 用 額

執行率

��������� ������ ������ ��������� ��������� � △ 201,232 ����

企 業 債 ��������� ������ ������ ��������� ��������� � △ 169,700 ����

工 事 負 担 金 ������ � � ������ ������ � ������ �����

他 会 計 出 資 金 ������� � � ������� ������� � � �����

国 庫 補 助 金 ������� � � ������� ������� � △ 47,168 ����

長 期 貸 付 金 収 入 ����� ����� � ����� ����� � △ 50 ����

��������� ����� ������ ��������� ��������� ������� ������� ����

建 設 改 良 費 ������� ����� ������ ������� ������� ������� ������� ����

企 業 債 償 還 金 ��������� � � ��������� ��������� � ����� ����

投 資 ����� � � ����� ����� � ����� ����

過年度補助金等返納金 ��� � � ��� � � ��� ���

予 備 費 ����� � � ����� � � ����� ���

差引額(a)-(b)　 △ 719,162 ������ △ 93 △ 701,302 △ 607,159 △ 178,199

区　　　　分

資 本 的 収 入 ���

資 本 的 支 出 ���

区　　　　分

下水道事業収益 ���

下水道事業費用 ���

（単位：千円、％）

�
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金　　　額 構成比

（単位：千円、％）

科　　　　　目
平成２９年度 平成３０年度 ３０年度－２９年度

金　　　額 増減率

下 水 道 使 用 料 ����������� ������� ���� �����

金　　　額 構成比

����� ��

���

他 会 計 負 担 金 ��������� ������ ��� ����� ���

��� △ 1,893 △ 97.2

受 取 利 息 及 び
配 当 金

���� � ���

そ の 他 営 業 収 益 ���

� －

国 庫 補 助 金 �������� ������ ��� ������

������� �������

�����

県 補 助 金 ��������� ������ ��� △ 583 △ 3.8

���� △ 102,449 △ 12.3

消費税及び地方消費税
還 付 金

���� � ���

他 会 計 補 助 金 ����

�

長 期 前 受 金 戻 入 ����������� ������� ���� △ 25,006 △ 6.3

��������� ������ ��� △ 1,049

�

△ 7.2

����� △ 106,267 △ 5.4計 �������������� ���������

雑 収 益

（単位：千円、％）

増減率

営 業 収 益 �������������� ����� ���

科　　　　目 平成３０年度平成２９年度 差額

△ ���

経 常 収 益 ��� ������������������ △ ������� △ ���

営 業 外 収 益 ������������������ △ �������

△ ���

営 業 外 費 用 �������������� △ ������ △ ���

営 業 費 用 ������������������ △ ������

△ ���

経 常 収 支 ������� △ ������������ △ ������

経 常 費 用 ��� ������������������ △ ������

皆増

特 別 損 失 ��� ������������ △ ����� △ ����

特 別 利 益 ��� ����

△ ������������ △ ������ △ �����
当 年 度 純 損 益

（�������（�）����

営 業 収 支

営 業 外 収 支

���

△ ���

△ �������△ ������� ������

�������������� △ ������

���

△ �����

（３）経営成績（消費税を含まず）�
本年度の経営成績は、次のとおりである。��
・経常収益を性質別にみると、次のとおりである。
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・経常費用を性質別にみると、次のとおりである。 

����� △ ������ △ ���計 ��������� ����� ���������

���

そ の 他 ������ ��� ������ ��� △ ����� △ ���

������ ����

流 域 下 水 道 管 理
運 営 費 負 担 金

������� ���� ������� ���� ������

��� � �

���委 託 料 ������� ��� �������

路 面 復 旧 費 � ��� �

�

薬 品 費 ����� ��� ����� ��� ��� ���

△ ����� △ ����

材 料 費 � ��� � ��� �

��� ��� ���

修 繕 費 ������ ��� ����� ���

通 信 運 搬 費 ����� ��� �����

���

光 熱 水 費 ����� ��� ����� ��� △ �� △ ���

△ ������ △ ���

動 力 費 ������ ��� ������ ��� �����

���� △ ������ △ ���

減 価 償 却 費 ��������� ���� ��������� ����

支 払 利 息 ������� ���� �������

増減率

職 員 給 与 費 ������ ��� ������ ��� ��� ���

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額

（単位：千円、％）

科　　　　　目

平成２９年度 平成３０年度 ３０年度－２９年度

�������
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（４）下水道料金の収納率推移�
����� ����� ����� ����� �����

����� �����

�����

����� �����

�����
�����

�����

�����

�����

����� �����

�����
�����

�����

����

����

����

�����

�２６年度 �２７年度 �２８年度 �２９年度 �３０年度

現年度分（�月末）

現年度分（�月末）

滞納分（�月末）

合計（�月末 ）

��）

（単位：％）

 �
（５）企業債借入、償還・未償還残高の推移�

（単位：千円）

※平成��年度以降の建設費は資本的支出の建設改良費の決算額

���������

�������

���������―  

������� ������� �������

������������������ ���������

年度末未償還残高

・借換債発行額 �������

�������

���������

�������

建 設 費 ������� ���������

―

年度内元金償還額

�������年 度 内 借 入 額

平成��年度項　　　目

�������

���������

平成��年度

――  借 換 額 除 く

借 換 額 除 く

��������� ���������

��������������

��������� ���������

���������

平成��年度平成��年度

�������

����������

���������

����������

平成��年度

�������

平成��年度

�������

― ������

��������������������

―

���������� ���������� �
���

���

���� ���
���

���

��� ���� ����
����

����

����

���

���

����

���

���

���

�����

�����

����� �����

�����

�����

�����

�����

�����

�����

�����

�����

���

���

����

����

��� ��� ��� ��� ��� ���

未
償
還
残
高
（
億
円
）

借
入
・
償
還
額
・
建
設
費

借入額：借換額除く 元金償還額：借換額除く

建設費 年度末未償還残高 �
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（６）比　較　損　益　計　算　書

平成３０年度 平成２９年度 ３０年度－２９年度 増減率

１ ��������� ��������� △ 13,869 △ 0.9

��� 汚 水 管 渠 費 ������ ������ △ 7,870 △ 26.8

��� 雨 水 管 渠 費 �� �� � ���

��� 汚 水 ポ ン プ 場 費 ����� ����� ��� ����

��� 雨 水 ポ ン プ 場 費 � � � �

��� 処 理 場 費 ������� ������� ����� ���

��� 普 及 指 導 費 ������ ������ ��� ���

��� 業 務 費 ������ ������ △ 715 △ 3.9

��� 総 係 費 ������ ������ ������ ����

��� 流域下水道維持管理 等負 担金 ������� ������� ������ ���

���� 排 水 設 備 費 ����� ����� ����� �����

���� 減 価 償 却 費 ��������� ��������� △ 46,561 △ 4.4

���� 資 産 減 耗 費 ������ ������ △ 791 △ 6.5

���� そ の 他 営 業 費 用 � � � �

２ ������� ������� △ 31,091 △ 9.2

��� 支払利息及び企業債 取扱 諸費 ������� ������� △ 27,667 △ 8.7

��� 雑 支 出 ������ ������ △ 3,424 △ 17.3

３ ������ ������ △ 2,788 △ 14.1

��� 過 年 度 損 益 修 正 損 ����� ����� ����� ����

��� そ の 他 特 別 損 失 ������ ������ △ 4,576 △ 25.5

�

��������� ��������� △ 47,748 △ 2.4

△ 47,242 ������ △ 57,627 △ 554.9

��������� ��������� △ 105,375 △ 5.3

① 営業収支                   △ 875,045 △ 894,234 ������ ���

② 営業外収支　 　  　  　　 　 ������� ������� △ 80,496 △ 8.7

③ 経常収支（①＋②)　　　   △ 31,113 ������ △ 61,307 △ 203.0

④ 特別収支 △ 16,129 △ 19,809 ����� ����

当年度純利益 （③+④） △ 47,242 ������ △ 57,627 △ 554.9

前年度繰越利益剰余金 � � � �

その他未処分利益剰余金変動額 � � � �

当年度未処分利益剰余金 △ 47,242 ������ △ 57,627 △ 554.9

合 計

特 別 損 失

小 計

当 年 度 純 利 益

営 業 外 費 用

科　　　　　　　　目

営 業 費 用

借　　　方

（単位：千円、％）

平成３０年度 平成２９年度 ３０年度－２９年度 増減率

１ ������� ������� ����� ���

��� 下 水 道 使 用 料 ������� ������� ����� ���

��� 他 会 計 負 担 金 ������ ������ ����� ���

��� そ の 他 営 業 収 益 �� ����� △ 1,893 △ 97.2

２ ��������� ��������� △ 111,587 △ 8.8

��� 受 取 利 息 及 び 配 当 金 � � � �

��� 国 庫 補 助 金 ������ ����� ������ �����

��� 県 補 助 金 ������ ������ △ 583 △ 3.8

��� 他 会 計 補 助 金 ������� ������� △ 102,449 △ 12.3

��� 長 期 前 受 金 戻 入 ������� ������� △ 25,006 △ 6.3

��� 雑 収 益 ������ ������ △ 1,049 △ 7.2

３ ��� � ��� 皆増

��� 固 定 資 産 売 却 益 � � � �

��� 過 年 度 損 益 修 正 益 ��� � ��� 皆増

��� そ の 他 特 別 利 益 � � � �

��������� ��������� △ 105,375 △ 5.3合 計

営 業 外 収 益

特 別 利 益

科　　　　　　　　目

営 業 収 益

貸　　方
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発 加 監 第 ３ ７ 号�

令 和 元 年 ８月 ２ ０日�

�

�

加賀市長 � � � 宮� 元� � � 陸� � � 様�

�

�

加賀市監査委員� 浅�井� 廣�史� � � �
�

加賀市監査委員� 川�下� � �勉� ��� �
�

�

�

財 政 健 全 化 判 断 比 率 審 査 意 見 及 び�

公営企業会計資金不足比率審査意見 について�

�

�

� 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 ��年法律第 ��号）第 �条第 �項及

び第 ��条第 �項の規定に基づき審査に付された平成 ��年度決算に基づく健全化判断比

率及び公営企業会計の資金不足比率並びに、それらの算定の基礎となる事項を記載した

書類を審査したので、次のとおりその意見を提出します。��
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平成 �� 年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率審査意見�

��
第１� 審査の対象�
� � � � � � 平成 �� 年度決算に基づく健全化判断比率及び公営企業会計の資金不足比率�

並びにそれらの算定の基礎となる事項を記載した書類�

�

第２� 審査の期間�
� � � � 令和元年 � 月 �� 日から令和元年 � 月 �� 日まで�

�

第３� 審査の方法�
� � � ��健全化判断比率及び各公営企業会計の資金不足比率並びにそれらの算定の�

基礎となる事項を記載した書類が関係法令の規定に沿って作成されているか�

に意を用い、担当職員の説明を聴取するなどの方法により審査を行った。�

�

第４� 審査の結果�
�

１� 健全化判断比率 �

�

（１）総合意見�

�

審査に付された平成 �� 年度決算に基づく健全化判断比率及びその算定の基礎と�

� なる事項を記載した書類は、関係法令等に照らし審査したところ、適正に作成され�

� ているものと認められた。�

�

健全化判断比率�
①  �

実 質 赤 字 比 率�

②�

連結実質赤字比率�

③�

実質公債費比率�

④�

将 来 負 担 比 率�

平 成 ３ ０ 年 度� ―� ―� ８．３％� � ６５．４％�

参� � 考� 黒字比率 � ４．９７％� 黒字比率２５．７６％� �

早 期 健 全 化�

基 � � � � � 準�
１２．��％� １７．６０％� ２５．０％� ３５０．０％�

財 政 再 生�

基 � � � 準�
２０．００％� ３０．００％� ３５．０％� �

※�実質赤字比率欄及び連結実質赤字比率欄の「―」は、赤字が無いことを表す。�

※早期健全化基準及び財政再生基準の数値は、国が定める基準である。 �

①�実質赤字比率� 一般会計を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率�

②  連結実質赤字比
率�

一般会計、特別会計及び公営企業会計の全会計を対象とした実質赤字額（又は資

金の不足額）の標準財政規模に対する比率�

③  実質公債費比率�

全会計並びに一部事務組合及び広域連合を対象として、一般会計が負担する元利償

還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率�

④  将来負担比率�

全会計並びに一部事務組合及び広域連合、地方公社を対象として一般会計が将来

負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率�
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�
（２）�個別意見�

�

①  実質赤字比率について�

� � 平成 �� 年度一般会計の決算収支において実質赤字額はなく、早期健全化基準�

� の数値を下回っている。�

�

②  連結実質赤字比率について�

� � 平成 �� 年度全会計の決算収支において連結実質赤字額はなく、早期健全化基準�

� の数値を下回っている。�

�

③  実質公債費比率について�

平成 �� 年度実質公債費比率は ���％であり、早期健全化基準の ����％と比較する

とこれを下回っている。�

�

（３）�将来負担比率について�

� � 平成 �� 年度の将来負担比率は ����％となっており、早期健全化基準の ���％と�

比較するとこれを下回っている。�

�

２� 資金不足比率�

�

（１）総合意見�

�

審査に付された平成 �� 年度決算に基づく各公営企業会計の資金不足比率及び�

その算定の基礎となる事項を記載した書類は、関係法令等に照らし審査したところ、 �

適正に作成されているものと認められた。�

�

公営企業会計の名称� 資金不足比率（％）� 経営健全化基準�

加賀市土地区画整理事業特別会計�
―�

（参考：剰余比率������）�
２０．００％�

加 賀 市 病 院 事 業 会 計�
―�

（参考：剰余比率 ������）�
２０．００％�

加 賀 市 水 道 事 業 会 計�
―�

（参考：剰余比率 �������）�
２０．００％�

加 賀 市 下 水 道 事 業 会 計�
―�

（参考：剰余比率�������）�
２０．００％�

※資金不足比率欄の「―」は、資金不足がないことを表す。�

� � � � ※資金不足比率…公営企業会計ごとの事業の規模に対する資金不足額の割合�

�

（２）個別意見�

�

平成 �� 年度決算に基づく資金不足比率は、各公営企業会計に資金不足がないため、

経営健全化基準の ��％を下回っている。� �

�

�

�
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�

�

�

�

�

�

�

�

�

公会計制度に基づく平成 ��年度財務書類の�

調 査 分 析 と 監 査 意 見�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

加��賀��市��監��査��委��員�

�

�

�

�

�
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はじめに�

平成 27年 1月に総務省は「統一的な基準による地方会計マニュアル」を示し、本市においても

平成 28年度決算分から、統一的な基準に基づき財務諸表が作成されている。 

これを受けて、前年度から監査としてもこの財務書類の調査分析を行い、意見を述べさせていた

だいた。 

作成に際しては、千葉大学の大塚成男教授からご教示をいただき、県内で初めての試みを行った。 

一般会計決算の実質収支が、平成 ��年度決算 �億 ��百万円、平成 ��年度決算 �億 ��百万円と引

き続き多額の黒字となり、また基金残高も ���億 ��百万円（平成 ��年 �月末）となっている。�

近年黒字が続いており、また基金残高も確実に積まれている。しかしながら財務書類で他市と比

較すると、有形固定資産が大きく、維持・更新・建替などに今後大きな費用を要することは明らか

であり、その費用は将来世代の負担ともなるため、今の税収等余裕のある段階で解決策を講じては

いかが等の意見も述べさせていただいた。�  

さて、１年が経過し、本市がどのような状態であるか再度検証をしてみる。 

今回も調査分析にあたり、大塚成男教授からご教示をいただき、目的別有形固定資産額の比較も

追加した。 

なお、各市の数値等については、各市のホームページに掲載された財務書類や総務省の決算状況

などを使用した。 

今後も、この財務書類の調査分析を踏襲していく。 

� �

１．基本的事項�

����目的�

財務書類の整備は、現金主義・単式簿記を基本とする市会計に、発生主義・複式簿記といった企�

業会計の要素を取り入れ、資産や負債などのストック情報や引当金といった見えにくいコストを把

握し、市の財政状況を分かりやすく開示するとともに、資産・債務の適正な管理と有効活用を図る

ことを目的とするものである。�

�

�����企業会計的手法の導入�

� 企業会計的手法の導入は、市の活動と民間、特に営利企業の活動とを同一視するものではない。

ましてや、行政活動における採算を重視するものでも、歳出を切り詰めるものでもない。企業会計

は決算を事後評価し、それに基づいて様々な計画を作っていく領域である。そこで、企業会計で積

み上げられてきた決算情報による事後評価のノウハウを、行財政運営に活用しようとするものであ

る。�

� �

����財務書類の対象�

財務書類は、�

① 一般会計等財務書類（一般会計）�

② 全体会計財務書類（一般会計と特別会計・公営企業会計）�

③ 連結財務書類（全体会計と一部事務組合・広域連合等）� に区分される。�

また、それぞれについて�
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① 貸借対照表�

② 行政コスト計算書�

③ 純資産変動計算書�

④ 資金収支計算書� の４種類が作成される。� �

� � � �

����財務書類の分析技法�

� 財務書類分析の基本的な技法は「比較」である。近隣市や類似団体と言われるような共通性のあ

る市と比較することもできる。規模が異なる市と比較する場合には、「住民一人当たりの数値の比

較」や「構成比率による比較」を用い、それぞれの市の特徴を洗い出すことが可能となる。�

時系列での比較は、過去から現在に至る変化を読み取ることができるが、これには今後さらなる

調査が必要となる。�

今回は、本市に加えてデータを入手できた南加賀３市（小松市・白山市・野々市市）及び金沢市

との比較を前年度に引き続き行うこととする。�

なお、財務書類には「一般会計等」「全体」「連結」の３種類があるが、「一般会計等」と「全体」

の財務書類を分析の対象とした。�

�

（�）財務書類を用いた分析における留意点�

� 財務書類は、それ自体が成績表ではない。人間で言えば身長や体重といった、いわば財政状況の

健康診断の結果である。結果を分析することは、財務書類の数値の大小を生じさせた理由を見つけ

ることである。その理由によって、市としての特徴が現れ、それが長所か短所かを判断していくこ

とになる。同じ特徴であっても、それぞれの市によって、長所や短所になる場合もある。�

�

２．財務書類の調査分析及びそれに対する意見�

� （�）貸借対照表�

貸借対照表とは、基準日時点における財政状態を表示したものである。�

表の左側（借方）は「資産」であり、表の右側（貸方）は「負債」と「純資産」である。そのた

め貸借対照表は、必ず「資産＝負債＋純資産」となる。�

�

図で示すと次のとおりである。�

�

�

�

�

�

�

�

� � � � � � � � � � �

� � � � �

� � �

� � � � 資金の運用� � � � � � � � � � � � 貸借対照表� � � � � � � � � � � � � � 資金の調達       
� � � � � � � � � � � � � �  

過去の実績を積み上げたストック情報 
� � � � � � � � � � � � � � � � � （資金の運用・資金の調達状況）  

資産�
固定資産  
流動資産  純資産� 

負債�
固定負債 
流動負債 

歳出 歳入 
施
設
・
設
備
の
建
設
費 

消
費
の
た
め
の
支
出 

地
方
債
な
ど 

（
返
済
義
務
あ
り
） 

税
金
・
交
付
税
な
ど 

（
返
済
義
務
な
し
） 
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� 資産とは、本市がこれまで積み上げたお金が残っているもので、これからも役に立つかという観

点で見たものである。お金を使った場合、そのまま無くなるものもあれば、道路や公共施設として

残るものもある。それら残ったものが「資産」である。これまでお金を使ってきたことから、支出

とイコールであると考えてもよい。�

一方で、お金を使った結果として、将来返さなければならない債務も積み上がる。これまで使っ

てきたお金のうち、将来世代がどれだけ負担するかを表したのが「負債」である。�

その差額として、「純資産」が出てくる。これまで使ってきたお金のうち、将来世代が負担しな

くてもいい部分であり、すでに負担が済んでいる部分を示す。�

この貸借対照表について、住民一人当たりの資産額・負債額を他市と比較してみる。�

� なお、各市の数値は、各市のホームページに掲載された財務書類を参考にしており、人口につい

ては、次の数値を用いている。�

�

各市人口� � � � � � � � � � � � � � � � � � � （人）�

区� �分� ���年度人口（参考）� � ���年度人口� 備� � � � 考�

加賀市� ６８，３３６� ６７，５７１� 財務書類に記載あり。平成 ��年 �月 ��日�

小松市� １０８，５８２� １０８，３５８� 財務書類に記載ないため、公表されている平成 ��年 �月 �日を使用�

白山市� １１３，０１８� １１３，４１０� 財務書類に記載あり。平成 ��年 �月 �日�

野々市市� ５１，６１２� ５２，１１４� 財務書類に記載あり。平成 ��年 �月 ��日�

金沢市� ４５３，５７０� ４５２，８４４� 財務書類に記載ないため、公表されている平成 ��年 �月 �日を使用�  
住民一人当たりの資産額・負債額� � � � � � � � � � � � � � � （単位：上段・中段�千円，下段��）�

区分� 加賀市� 小松市� 白山市�

年度� ���� ���� 増減� ���� ���� 増減� ���� ���� 増減�

一般会計等� 資産��� ������ ������ ���� ������ ������ ��� ������ ������ ����

負債��� ���� ���� �� ���� ���� ���� ���� ���� ���

比率����� ���� ���� ����� ���� ���� �� ���� ���� �����

全体会計� 資産��� ������ ������ ���� ������ ������ ��� ������ ������ ����

負債��� ������ ������ 166 ������ ������ 307 ������ ������ ���

比率����� ���� ���� ����� ���� ���� ����� ���� ���� ��

区分� 野々市市� 金沢市� �

年度� ���� ���� 増減� ���� ���� 増減�

一般会計等� 資産��� ������ ������ ��� ������ ������ ��

負債��� ���� ���� ��� ���� ���� ����

比率����� ���� ���� �� ���� ���� ��

全体会計� 資産��� ������ ������ ��� ������ ������ ��

負債��� ���� ���� ��� ������ ������ ����

比率����� ���� ���� �� ���� ���� ��

�
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���年度、���年度の資産と負債との比較である。�

本市においては、全体会計で ���年度の負債が ���年度の負債よりさらに大きくなっている。依

然として一般会計等でも全体会計でも、資産の金額が最も大きい。特に一般会計等では、負債の �

倍の資産を有していることとなる。また、資産額は、野々市市の約 �倍の額となっており、このこ

とは、これまで過去から社会資本に投じられてきた資金が大きいことを示している。小松市も全体

会計において負債額を増やしているが、必ずしも他の市において、負債が増えているわけではない。

他方で、住民に対する行政サービスの提供という視点からは、活用すべき施設や設備が充足されて、

生活の利便性が向上されているともいえる。�

しかしながら、資産＝負担であることは変わらない。�

他市と比較して、以前から負債が大きい本市において、さらに負債が増加していることを強く意

識する必要がある。資産を維持するためのコストも発生する。公共施設マネジメントに基づき、「適

正な規模の資産」を持つことが重要となってくる。�

企業会計において小松市も負債を増やしている。�

�

なお、全体会計から一般会計等を差し引いた、企業会計のみを比較してみる。�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � （単位：上段・中段�千円，下段��）�

区分� 加賀市� 小松市� 白山市�

年度� ���� ���� 増減� ���� ���� 増減� ���� ���� 増減�

企業会計� 資産��� ���� ���� �� ���� ������ ��� ���� ���� ���

負債��� ���� ���� 165 ���� ���� 322 ���� ���� ���

比率����� ���� ���� ����� ���� ���� ����� ���� ���� ��

区分� 野々市市� 金沢市� �

年度� ���� ���� 増減� ���� ���� 増減�

企業会計� 資産��� ���� ���� ��� ���� ���� ���

負債��� ���� ���� ���� ���� ���� ����

比率����� ���� ���� �� ���� ���� ��

�

� 本市の資産額は �番目に大きいが、負債額は、他市に比べ最も大きくなっている。これは、起債

で（借金で）事業を行ってきた下水道事業の影響といえる。即ち、下水道事業会計の法適用化によ

り長期前受金を負債へ移し替えたことによるものである。公会計制度への移行により出てきたもの

ではあるが、移行前より抱えていたものであり、今回形式的に数字に表れた。�

今後も、下水道は拡張工事を行わず、合併処理浄化槽への移行ということにより、負債額が減少

していくことが見込まれるので、数値を注視したい。�

�

次に、資産と負債の突き合わせによる質の評価について見てみる。�

負債の大きさを縦軸に、固定資産の大きさを横軸とし、本市がどの位置にあり、それはどう評価

されるかである。�

�

�
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�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

� � � � ０�

� � � � � � � �

�

�  
🔶🔶���年度� 〇���年度�

（千円）�������� � � � � � � � � � � 全�体�会�計�

������

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 〇🔶🔶白山市� 〇小松市� �〇加賀市�

������� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 🔶🔶加賀市�

����������������������������������������������������������� �🔶🔶小松市��������

������ � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � ��

������ � � � � � � � � � � � � � � � � � 〇金沢市�

� � � � � � � � � � � 🔶🔶〇野々市市�

���� � � � � � �

�

�� ��������

���������������������������������������������������������������������������������������

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � （千円）�

�

�

�

本市は、資産�大・負債�大� の位置になっている。本市と小松市が資産と負債を増やし、金沢市

は負債額が減少しているのが分かる。何をやってきたのかを今見ていることになる。�

社会資本整備は行われているが、その負担を将来世代に求めていることが分かる。将来世代の負

資産 小・負債 大 
資産が小さく、負債が大きい 
負債が将来のサービスに結びつ

いていない。実質的な債務負担が

大きい。 
資産 大・負債 大 

資産が大きく、負債も大きい 
大規模な社会資本整備が行われ

ているが、その負担を将来世代に

求めている。将来負担増に備える

必要がある。 
資産 小・負債 小 

資産が小さく、負債も小さい 
健全な財政であるとされる。ただ

し、社会資本整備が不十分な可能

性もある。 
資産 大・負債 小 

資産が大きく、負債は小さい 
社会資本整備がなされ、将来の財

政負担が小さい。ただし施設の維

持・更新負担が生ずる可能性あり 

負
債
の
大
き
さ 

資産の大きさ 

�

住
民
一
人
当
た
り
の
負
債
額 

住民一人当たりの資産 

🔶🔶金沢市 



－ 82 －

担軽減を図るとともに、負担増に備える必要がある。�

次に、目的別の有形固定資産額の比較である。データを公表している �市で比較してみた。�

これは、各市がどのような目的のインフラ整備に重点を置いてきたかを分析し、その整備は、各

市の特性に応じたものか、地域住民のニーズに合致しているのか、などを評価するものである。�

なお、前年度の決算意見書の中でお願いしたこの比較表を、作成していただいた財政当局に感謝

する。�

�

目的別有形固定資産額の比較（平成 ��年度）� � � � � � � � � ��（単位：上段�円、下段�構成比�％）�

住民一人当たり� 加賀市� 小松市� 白山市�

生活ｲﾝﾌﾗ� 1,146,976 �������� ��������

57.0 48.2 44.6 

教育� �������� �������� ��������

21.1 27.6 13.6 

福祉� ������� ������� ��������

���� ���� ����

環境衛生� �������� ������� �������

6.8 ���� ����

産業振興� �������� �������� ��������

���� 9.1 ����

消防� ������� ������� �������

���� ���� ����

総務� �������� �������� ��������

���� ���� 24.7 

その他� ―� ������� ―�

―� ���� ―�

合計� ���������� ���������� ����������

�

�市とも「生活インフラ」と「教育」に比重が置かれている。特に、本市は他市と比べて「生活

インフラ」が半分以上を占めており、大きな金額になっている。これは、道路や公園などの資産が

多いことを示す。また、「環境衛生」の資産もかなり大きい。理由としては、建設から ��年以上経

過した環境美化センターの維持修繕にかかる経費が大きくウェイトを占めている。�

本市と小松市は、白山市と比べ「教育」が大きく、一方で白山市は「総務」に占める割合が �倍

強となっている。また小松市は産業振興分野のコストが大きいことから、政策上の重点をここに置

いていることが推測される。�

� 以上のように、貸借対照表の資産における特徴的な数値と有形固定資産の数値が結びつく。これ

らを経年比較することで、分野ごとに社会資本がどのように形成されてきたかを把握することがで

き、政策の妥当性を検証することができる。�
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この一覧が、各市で公表されるよう加賀地区都市監査事務研究協議会を通して、お願いしたい。�

次に、徴収不能引当金についてである。�

貸借対照表上、市の持つ債権のうち、不納欠損と見込まれる金額については、徴収不能引当金を

計上することが求められている。これらの割合を、比較して見てみる。�

�

�

一般会計等�引当率の比較� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �（単位：千円）�

区� 分�

（年度）�

長期延滞債権�

����

徴収不能引当金

����

引当率

����％��

未収金�

����

徴収不能引当金

����

引当率�

����％��

加�

賀�

市�

���� ���������� ����������� ������ �������� ��������� ������

���� 1,905,595 -1,006,764 -52.8 221,000 -105,115 -47.6 

増減� �������� ������� ���� �������� ������� ����

小�

松�

市�

���� �������� ��������� ������ �������� �������� ������

���� �������� �������� ������ �������� ������� �����

増減� ��������� �������� ����� ������� ������� �����

白�

山�

市�

���� �������� �������� ����� �������� ���� �����

���� �������� �������� ����� �������� ���� �����

増減� �������� ������ ����� ������� ��� ��

野

々

市

市�

���� �������� �������� ������ ������� ����� �����

���� �������� ������� ����� ������� ������� �����

増減� ������� ������ ���� �������� ������� �����

金�

沢�

市�

���� ���������� ��������� ����� �������� �������� �����

���� ���������� ��������� ����� �������� �������� �����

増減� ��������� ������� ����� �������� ������ ����

�

�

全体会計�引当率の比較� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �（単位：千円）�

区� 分�

� � � （年度）�

長期延滞債権�

���� �

徴収不能引当金

����

引当率

����％��

未収金�

����

徴収不能�

引当金����

引当率�

����％��

加�

賀�

市�

���� ���������� ����������� ������ �������� ��������� ������

���� 3,005,164 -1,515,792 -50.4 500,149 -189,682 -37.9 

増減� ��������� ������� ���� �������� ������� ����

小�

松�

市�

���� ���������� ��������� ������ ���������� ��������� �����

���� ���������� ��������� ������ ���������� �������� �����

増減� ��������� �������� ����� �������� ������� ����
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区� 分�

� � � （年度）�

長期延滞債権�

���� �

徴収不能引当金

����

引当率

����％��

未収金�

����

徴収不能�

引当金����

引当率�

����％��

白�

山�

市�

���� ���������� �������� ����� �������� ������� �����

���� ���������� �������� ����� �������� ������� �����

増減� ��������� ������ ����� ������� ������ ����

野

々

市

市�

���� �������� �������� ������ �������� �������� ������

���� �������� �������� ����� �������� �������� ������

増減� ����� ������� ���� ������� �������� �����

金�

沢�

市�

���� ���������� ��������� ������ ���������� ��������� �����

���� ���������� ��������� ������ ���������� ��������� �����

増減� ��������� ������� ����� ��������� ������� ����

�

他市と比較して一般会計等や全体会計においても、本市の引当率が顕著に大きい状態が続いてい

る。��� 年度においても��� パーセントを超えている。特に長期延滞債権の額そのものが大きいこ

とから、この解消を図ることが必要である。�

大方の市民は正しく納税を行っている。徴収業務は難しい仕事であることは重々承知しているが、

今後も市として、事務処理する債権の実現に万全を期し、滞納が生じた場合の保全処分（強制執行・

強制徴収・強制中断等）、時効等を明確に判断し、間違いのない適正な処理を行うことによって、

自主財源の確保に向けた徴収力強化が求められる。不納欠損についても安易に行うのではなく、地

方税法に基づき適切な滞納処分を行ってほしい。�

特別会計・水道・下水道・病院事業を含めた全体会計でも、引当率が高いことから、それぞれの

事業においても、適正な債権管理を行うよう強く要請する。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�
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（�）行政コスト計算書�

行政コスト計算書とは、行政活動のうち、資産形成を伴わない行政サービスの費用（コスト）

を表すもので、コストは行政活動の規模の大小を表すものである。�

� �

費用：活動のための費消により純資産を減少させるもの�

� � 収益：活動の成果として純資産を増加させるもの�

� � �

ある職員が、今後 �� 年間勤務して定年を迎え、退職

金 ���万円を受け取る場合、毎年の支出はないが、１

年につき �� 万円のコストがかかっていることになり、

そのうち一定額を算出し引当金として算入する。�

� � � � � � � � � � � � � � � � � �

� � � � � �千万円で購入した設備を �年間使用する場合、毎年

�千万円が減価償却されることとなる。�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 実際の支出は初年度のみだが、コスト計算書上は減価

償却費として計上されることになる。� � � � � � � �

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 減価償却費が大きいほど、維持・更新の負担が大きな

ものになる。従って、減価償却費の正当性の説明責任

を果たし、説明できない場合は、見直しを行っていく

必要がある。�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � �

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � �

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 経常収益には、税収等を含めていない。�

�

�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �

�

�

�

� �

�

�

�

歳出とコストの違い�

歳出では、建設事業費のように、「カネ」が施設や設備など「モノ」に形を変えて残る場合でも支

出として計上される。しかし、コスト計算書では、これらの建設事業費は計上されない。�

逆に、退職手当引当金や減価償却費のように実際の支出がないものは、歳出では計上されない�

が、コスト計算書では計上されることとなる。�

� �

� � � � � 行政コスト計算書 

 
経 
常 
費 
用 

   
業

務

費

用    

人

件

費 
職員給与費 
賞与引当金繰入額 
退職手当引当金繰入額 
その他 

物

件

費  
消耗品費 
維持補修費 
減価償却費 
その他 

そ

の

他 
支払利息 
徴収不能引当金繰入額 
その他 

移 
転 
費 
用 

補助金等 
社会保障給付 
他会計への繰出金 
その他 

経常収益 使用料及び手数料 
その他 

純経常行政コスト 
臨時 
損失 災害復旧事業費 

資産除売却損 
投資損失引当金繰入額 
損失補償等引当金繰入額 
その他 

臨時 
利益 資産売却益 

その他 
純行政コスト 
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� コストに基づいて、いくつかの分析を行ってみる。�

� まず、一般会計における住民一人当たりの行政コストについてである。�

�

�

一般会計等� 行政コスト計算書� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � （単位：千円）�

区� 分� 加賀市� 小松市� 白山市� 野々市市� 金沢市�

純経常�

行政コスト�

���� ����������� ����������� ����������� ����������� ������������

���� ����������� ����������� ����������� ����������� ������������

増減� ��������� �������� �������� ���������� ����������

人 件 費�

���� ���������� ���������� ���������� ���������� �����������

���� ���������� ���������� ���������� ���������� �����������

増減� �������� �������� �������� �������� ���������

減�価�

償却費�

���� ���������� ���������� ���������� ���������� �����������

���� ���������� ���������� ���������� ���������� ����������

増減� �������� �������� ��������� ������� ������������

補助金等�

���� ���������� ���������� ����������� ���������� �����������

���� ���������� ���������� ����������� ���������� �����������

増減� ������� ���������� ��������� �������� �����������

�

�

一般会計等� 住民一人当たりの行政コスト� � � � � � � � � � � � � � � � � � （単位：円）�

区� 分� 加賀市� 小松市� 白山市� 野々市市� 金沢市�

純経常�

行政コスト�

���� �������� �������� �������� �������� ��������

���� 424,107 �������� �������� �������� ��������

増減� ������ ������ ���� ������� ������

人 件 費�

���� ������� ������� ������� ������� �������

���� 70,025 ������� ������� ������� �������

増減� ������ ������ ���� ����� �����

減�価�

償却費�

���� ������� ������� ������� ������� �������

���� 88,239 ������� ������� ������� ������

増減� ������ ������ ������� ������ ��������

補助金等�

���� ������� ������� 117,776 ������� �������

���� ������� ������� �������� ������� �������

増減� ���� ������� ������� ������� �������

�

住民一人当たりの比較では、本市は平成 ���年度と同じく、補助金等の額が最も小さいが、人件

費・減価償却費の額が最も大きいうえ、ともに増加している。これは、���年度のほうが、より多

くの人的資源や物的資源（施設・設備）に使われていることを示している。�



－ 87 －

したがって、純経常行政コストが �市の中で最も大きいという結果であった。�

� 減価償却費は、行政サービスの提供にあたって施設、設備が利用されていることを表すコストで

ある。本市の減価償却費は、金沢市に次いで大きくなっている。これは、公共施設の規模が他市と

比較して大きいことを示している。�

今後、老朽化等により使用できなくなるのであれば、たとえ現在の支出がなくとも、いずれ消費

されると考えなければならない。将来の更新負担に繋がってくるものと思われる。�

� 住民サービスの提供にあたって、十分な役割を果たしているか否かを継続的に確認していく必要

がある。�

�

次に、施設更新度を見てみる。� �

これは、普通建設事業費を減価償却費で除した数値を施設更新度として表すものである。�

�

施設更新度＝普通建設事業費（施設・設備の追加分）／減価償却費（施設・設備の支出分）�

�

更新度が、１より大きい場合：施設や設備の規模が拡大されている。�

１より小さい場合：施設や設備の老朽化が進んでいる可能性を表している。�

�

�

一般会計等行政コスト計算書施設更新度� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � （単位：千円）�

区� 分� 普通建設事業費（�）� 減価償却費（�）�
施設更新度�

��／���

加賀市�

���� ���������� � � � ���������� �����

���� ���������� ���������� 0.51 

増減� ����������� �������� ������

小松市�

���� ���������� ���������� �����

���� ����������� ���������� 1.80 

増減� ���������� �������� �����

白山市�

���� ���������� ���������� �����

���� ���������� ���������� 1.37 

増減� ���������� ��������� �����

野々市市�

���� ���������� ���������� �����

���� ���������� ���������� 3.54 

増減� ���������� ������� �����

金沢市�

���� ����������� ����������� �����

���� ����������� ���������� 5.65 

増減� ����������� ������������ �����

（平成 ���年度各市決算カードより）�

�
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全体会計行政コスト計算書施設更新度� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � （単位：千円）�

区� 分�
普通建設事業費・�

建設改良費等（�）�
減価償却費（�）� 施設更新度��／���

加賀市�

���� ���������� ���������� �����

���� ���������� ���������� 0.50 

増減� ����������� �������� ������

小松市�

���� ���������� ���������� �����

���� ����������� ����������� 1.44 

増減� ���������� �������� �����

白山市�

���� ���������� ���������� �����

���� ����������� ���������� 1.16 

増減� ���������� ��������� �����

野々市市�

���� ���������� ���������� �����

���� ���������� ���������� 2.35 

増減� ���������� ������� �����

金沢市�

���� ����������� ����������� �����

���� ����������� ����������� 1.08 

増減� ����������� �������� ������

� � � � � � � （建設改良費等の数値は、市町村行財政資料：石川県市町支援課編集より）�

� なお、工業用水（金沢市・白山市）、電気・ガス・市場（金沢市）、観光・宅造・駐車場などの建設改良費等は�

把握できないため含めていない。�

�

本市は、他市に比べて、唯一、施設更新度が１を大きく下回っている。���年度と比較すると�

さらに老朽化が進んでいることが分かる。施設更新度の低さは、負担の先送りがされていることに

もつながっており、施設・設備の危険性を伴うことにもなるため、維持、補修等の状況について他

市以上に注意が必要である。また、他市が減価償却費を上回って建設事業を行っているのに対し、

減価償却費を下回る建設事業費となっており、ここでも本市の施設・設備の老朽化傾向がうかがわ

れる。�

� 一方、既存施設の新設・更新に逡巡しているとも見られ、施設の見直し時期とも考えられるが、

その場合は市の将来を見据え、果断に判断してもらいたい。�

全体会計では、全市とも一般会計等の施設更新度の数値を下げている。�

� これは、水道事業において、大規模な投資が既に済んでおり、給水管や給水施設などの老朽化に�

伴う修繕・更新等であるのに対し、減価償却が大きいためと思われる。下水道事業についても、同

様と思われる。小松市、白山市、野々市市は施設や設備の規模が拡大されている。�

�

次に、受益者負担率についてである。�

これは、行政コスト計算書の中の経常収益、つまり使用料・手数料である。�

この経常収益がコスト全体に占める割合を受益者負担率としている。市による活動の成果という�
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よりも、受益者負担によるコスト負担の軽減分（原価節約）と捉えられる。�

�

� 受益者負担率について比較をしてみる。�

この率が低い場合は、他の行政サービスを圧迫している可能性があり、使用料・手数料の見直し�

を行う必要がある。他市と比較することで、本市の財政状況に見合った適切な負担の程度になって

いるかである。�

�

�

一般会計等� 受益者負担率� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � （単位：千円，％）�

区� 分� 経常収益（�）� 純行政コスト（�）�
受益者負担率�

（�／�）�

加賀市�

���� �������� ����������� �����

���� �������� ����������� �����

増減� �������� ��������� �����

小松市�

���� ���������� ����������� �����

���� ���������� ����������� �����

増減� ������� ���������� ������

白山市�

���� ���������� ����������� �����

���� ���������� � ����������� �����

増減� � � � �������� ���������� �����

野々市市�

���� �������� ����������� �����

���� �������� ����������� �����

増減� �������� ���������� �����

金沢市�

���� ���������� ������������ �����

���� ���������� ������������ �����

増減� �������� ���������� �����

�

� �

全体会計� 受益者負担率� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � （単位：千円，％）�

区� 分� 経常収益（�）� 純行政コスト（�）�
受益者負担率�

（�／�）�

加賀市�

���� ���������� ����������� ������

���� ����������� ����������� ������

増減� ���������� ����������� �����

小松市�

���� ����������� ����������� ������

���� ����������� ����������� ������

増減� �������� �������� �����
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区� 分� 経常収益（�）� 純行政コスト（�）�
受益者負担率�

（�／�）�

白山市�

���� ���������� ����������� �����

���� ���������� ����������� �����

増減� �������� ���������� �����

野々市市�

���� ���������� ����������� �����

���� ���������� ����������� �����

増減� ��������� ���������� ������

金沢市�

���� ����������� ������������ ������

���� ����������� ������������ ������

増減� ���������� �������� �����

�

� � 一般会計において、���年度の本市の受益者負担率は ����％と大きくなっている。小松市・野々�

市市と同程度の率であるが、白山市・金沢市の �％台と比べると小さい。�

財政当局は、監査法人トーマツが示す参考数値（�％～�％）を引用して、概ね適切と判断して�

いるが、その合理性は市が判断すべきものである。��� 年度の負担率が ���� ポイントアップした

が、このまま負担率を上げていくのかどうか。�

また、全体会計では、�����％となっており、他市と比べると大きな数値になっている。これは、

その対象となっている水道・下水道・病院事業における使用料・手数料の割合が大きいということ

である（白山市、野々市市の病院事業は、白山石川医療企業団会計扱い）。�

本市の使用料・手数料については、令和元年 �� 月から見直しが決定している。見直し後の分析

を行い、今後とも適正な負担かどうかの判断を継続して行う必要がある。�

�

（�）純資産変動計算書�

純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産（過去及び現世代が負担した将来返済しなくてもよ

い資産）が１年間でどのように増減したかの内訳を表すものである。�

���純行政コストと財源を対比して、資源の蓄積が行われた否かを示す。�

（� 財源�＝�税収等＋国県等補助金� ）�

純資産の変動から分かることは、現役世代と将来世代との間での資源の配分である。� �

� 増加のときは、利用可能な資源が蓄積され、将来世代の負担が軽減される。�

減少のときは、負担が先送りされ、将来世代にツケを回したことになる。�

�

�

� � � � 一般会計等� 純資産変動額� � � � � � � � � � � � � � （単位：変動額�千円，住民一人当たり�円）�

項� 目� 加賀市� 小松市� 白山市� 野々市市� 金沢市�

純資産�

変動額�

���� ����������� ��������� ����������� �������� ����������

���� -2,795,776 692,895 -3,463,690 3,097,359 7,748,553 

増減� ��������� ���������� ����������� ���������� ���������
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項� 目� 加賀市� 小松市� 白山市� 野々市市� 金沢市�

住民一人�

当たり�

���� �������� ������� �������� ������� �������

���� -41,375 6,394 -30,541 59,434 17,111 

増減� ������� ������� �������� ������� �����

�

���年度は、本市の一般会計等の純資産変動額は、およそ ��億円の減少となっている。���年度

と比較して、さらに �億円減少している。これは、負債が増加していることとも関係している。�

小松市は赤字から黒字に転じており、野々市市や金沢市では ���年度も黒字となっている。白山�

市は引き続き赤字であり、最も大きい額となっているが、一人当たりの額では本市が最も大きい額

となっている。減少が続いているということは、将来世代の負担を増やしていることになる。�

� 次に、全体会計について見てみる。�

�

全体会計�純資産変動額� � � � � � � � � � � � � � � �（単位：変動額�千円，住民一人当たり�円）�

項� 目� 加賀市� 小松市� 白山市� 野々市市� 金沢市�

純資産�

変動額�

���� ����������� ��������� ��������� ���������� �����������

���� -13,446,047 5,320,933 -1,826,660 3,611,172 13,529,940 

増減� ������������ ���������� ����������� ���������� ��������

住民一人�

当たり�

���� �������� ������� ������� ������� �������

���� ��������� ������� �������� ������� �������

増減� -157,804 52,461 -11,389 48,916 1,757 

� �

全体会計で見ると、一般会計等と同様、野々市市・金沢市は黒字額を伸ばし、赤字だった小松�

市は黒字に転じている。�

� しかしながら、本市は赤字額が大きく増えている。これは先ほどにもあったが、下水道事業会計

の法適用化による長期前受金を負債への移し替えを行ったことによるものである。�

� � 一般会計等だけでなく、水道・下水道・病院事業も含めて、純資産が減少したということは、施

設・設備の老朽化が全体の会計で進んでいることになる。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�
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（�）資金収支計算書�

資金収支計算書とは、１年間の現金収支の内訳を表すものである。�

�

� � � � � � � 資金収支計算書�

結果としてお金のやりくりができたかどうか

を見るもの。年度内における、市の活動に伴う

資金の獲得能力及び資金の利用状況を示す。�

収支のバランスを見るため、�年の収支を３つ

に区分する。�

・業務活動収支�  
・投資活動収支�  
・財務活動収支�

� � � � �

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �

� 業務活動収支とは、主に経常的活動に伴い、継

続的に発生する資金の収入・支出をいう。�

支出：人件費・物件費・補助金等�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 収入：税・国県補助金・使用料等�

�

�

�

�

�

投資活動収支とは、資本を形成する活動に伴い、

臨時的・特別に発生する資金の収入・支出をい

う。�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 支出：施設整備・基金積立・投資出資・貸付� �

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 収入：国県補助金・基金取崩・貸付金元金回

収等�

�

�

�

�

�

財務活動収支とは、地方債の発行、元本償還な

ど負債の管理に係る資金の収入・支出をいう。�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 支出：地方債償還�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 収入：地方債発行�

�

業 
務 
活 
動 

業

務

支

出 

業務費用 人件費支出 
物件費等支出 
支払利息支出 
その他 

移転費用 補助金等支出 
社会保障給付支出 
他会計への繰出支出 
その他 

業

務

収

入 
税収等収入 
国県等補助金収入 
使用料及び手数料収入 
その他 

臨時支出 災害復旧事業費支出 
その他 

臨時収入 
業務活動収支 

投 
資 
活 
動 

支

出 
公共資産等整備費支出 
基金積立金支出 
投資及び出資金支出 
貸付金支出 
その他 

収

入 
国県等補助金収入 
基金取崩収入 
貸付金元金回収収入 
資産売却収入 
その他 

投資活動収支 
財

務

活

動 
地方債償還支出 
その他 
地方債発行収入 
その他 
財務活動収支 

本年度資金収支額 
前年度末資金残高 
本年度末資金残高 
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資金収支計算書に表される３つの活動、業務活動・投資活動・財務活動のプラス・マイナスに� �

よる財政状況を見てみる。�

３つの活動のそれぞれの収支がプラス又はマイナスであるとき、その市の財政状況を分析する指

標として、大塚教授は次のように分類されている。�

�

区� 業務活動� 投資活動� 財務活動� 考えられる財政状況� 評価�

Ａ� ＋� ＋� ＋� 現実にはない。集めたお金を使っていない。� －�

Ｂ� ＋� ＋� －� 活動全般を抑制し、借金返済を優先している。� △�

Ｃ� ＋� －� ＋� 借入れを行いつつ、大規模なインフラ整備をしている。� ○�

Ｄ� ＋� －� －� 税収等に余裕があり、借金の返済もできている。� ◎�

Ｅ� －� ＋� ＋� 収入が不足する分を、投資を抑制したり、借金で埋めている。� ×�

Ｆ� －� ＋� －� 税収が不足しているが、投資を抑制し、借金を返済している。� △�

Ｇ� －� －� ＋� 業務活動と投資活動に係る資金を借金に依存している。� ×�

Ｈ� －� －� －� 現実にはない。資金が枯渇している。� －�

�

では、各市の住民一人当たりの資金収支を見てみる。�

�

一般会計等資金収支計算書� � � � � � � � � � � � � （単位：円）�

区� 分� 業務活動収支� 投資活動収支� 財務活動収支� 業務� 投資� 財務� 区�

加賀市�

���� ������� �������� ������� ＋� －� －� Ｄ�

���� ������� �������� ������� ＋� －� －� Ｄ�

小松市�

���� ������� �������� ������� ＋� －� －� Ｄ�

���� ������� �������� ������� ＋� －� －� Ｄ�

白山市�

���� ������� �������� ������� ＋� －� －� Ｄ�

���� ������� �������� ������� ＋� －� －� Ｄ�

野々市市�

���� ������� �������� ���� ＋� －� ＋� Ｃ�

���� ������� �������� ������� ＋� －� ＋� Ｃ�

金沢市�

���� ������� �������� �������� ＋� －� －� Ｄ�

���� ������� �������� �������� ＋� －� －� Ｄ�

�

本市の �つの収支は ���年度においても「＋・－・－」となっており、上記の分類によると、「税

収等に余裕があり、借金の返済もできている」という、最も良いＤパターンとなっている。�

��� 年度の一人当たりの資金収支を見てみると、業務活動収支では、白山市、金沢市についで、

小松市・野々市市よりもプラスが大きくなっており、経常的な業務支出に充てる税収、国県補助金

等の収入が大きいことが分かる。�

投資活動収支は、白山市が最も大きいマイナス額になっており、本市はマイナス額が減少した。�

投資活動のうち何に充てているかであるが、公共施設整備費に充てているならば、今後の負担が
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増大することになってくる。慎重な財政運営を行っていかなければならない。�

���年度は、財務活動収支は野々市市がプラス、つまり借り入れを多くして投資事業を行ってお

り、その他の市はマイナス、借金の返済をしている。�

� � 本市は、���年度と比べ ���年度は借金を多く返していることが分かる。白山市はマイナス額が

小さい。これは、起債の借入と償還の差がそれほどないということである。�

将来世代の負担軽減のため、起債の繰り上げ償還に充てることは選択肢の１つであると考える。�

�

�

全体会計資金収支計算書��� � � � � � � � � �� �� � （単位：円）�

区分� 業務活動収支� 投資活動収支� 財務活動収支� 業務� 投資� 財務� 区�

加賀市�

���� ������� �������� �������� ＋� －� －� Ｄ�

���� 81,644 �������� �������� ＋� －� －� Ｄ�

小松市�

���� ������� �������� �������� ＋� －� －� Ｄ�

���� ������� �������� �������� ＋� －� －� Ｄ�

白山市�

���� ������� �������� �������� ＋� －� －� Ｄ�

���� ������� �������� ����� ＋� －� －� Ｄ�

野々市市�

���� ������� �������� ������� ＋� －� －� Ｄ�

���� ������� �������� ������� ＋� －� ＋� Ｃ�

金沢市�

���� ������� �������� �������� ＋� －� －� Ｄ�

���� ������� �������� �������� ＋� －� －� Ｄ�

�

全体会計で見ても、「＋・－・－」となっており、最も良いＤパターンとなっている。�

業務活動収支において、一般会計等では他市と同水準であったが、全体会計では、業務活動収支

額が �市で最も大きくなっている。�

業務活動収支は、日常的な業務において税金がどのように使われているのかがわかるものであり、

大きくプラスとなっているということは、税収が投資に回っていることを示している。�

ただ、細かく見た場合、投資活動収支の赤字額は減り、財務活動収支の赤字額が増加している。

これは、本市において、資金支出の比重が投資活動から財務活動に移りつつある、いうなれば施設

整備よりも借金返済が優先されつつあることを示していると考えられる。比較的バランスが取れた

状態である今、余裕のある税収をこれからも将来負担を軽減するために、財務活動に回すことをお

勧めする。�

� � この � つの活動の収支のバランスが取れているかどうかを結果として評価することが必要であ

る。これら収支のバランスを見ることによって、たとえ収支が黒字であっても、余裕があると言え

るのか。また逆に赤字であっても赤字である理由が社会資本の整備、または地方債の償還である場

合は、むしろ赤字が将来負担を減らすことにつながっていくこととなる。�

収支計算書を通じて、その中身のバランスこそが重要である。�

�

�
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おわりに�

全体として、本市の財政は比較的安定した状況にあるものの、負債が増加していることやコスト

が大きいこと等の懸念材料があることが見受けられる。�

前年度初めて調査分析を行った。� 年が経過して変わったもの、変わらなかったものがあるが、

本市は、資産と負債の対比に関していえば、���年度の負債が ���年度の負債よりも大きくなって

いる。必ずしも他市は負債が増えているわけではない。もともと負債が大きい本市においてさらに

負債が増えていることに意識を向けなければならない。�

�

コスト意識は、自分の部署に生じたコストが本当に必要なコストであることを、全職員が市民に

説明できるということ。実際に人を使っている、施設設備を使っているのはそれぞれの部署である

ことから、それぞれ自分の部署が、なぜ人を使う必要があるのか、なぜ施設設備を使う必要がある

のかを説明する。また、説明しなければいけないという意識、説明できないものはなくしていく意

識を持つことが効率化につながっていくものと思われる。�

�

財務書類は、「何が」「どれほど」使われたのかを示す情報である。�

いずれにしても、「予算どおりならば良し」という考えから、「現実に何をしたか」でこれからは

評価していく。市自らが管理する活動の中で、「何が」「どれほど」市民のために使われたのかを適

切に把握し、事後評価をしっかりと行い、「最小の経費で最大の効果」に結びつくよう、財政運営

のさらなる効率化・スリム化に努めてほしい。�

�
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